
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成19年12月26日 

【中間会計期間】 第16期中(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

【会社名】 株式会社アドバックス 

【英訳名】 ADVAX Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  小 澤 雅 治 

【本店の所在の場所】 東京都中央区銀座七丁目13番10号 

【電話番号】 03(6226)5661(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役  酒 井 圭 吾 

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区銀座七丁目13番10号 

【電話番号】 03(6226)5661(代表) 

【事務連絡者氏名】 取締役  酒 井 圭 吾 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

(当期)純損失であるため記載をしておりません。 

３．第15期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高（千円）   523,448 1,179,396 1,378,687 1,206,293 3,180,486 

経常損失（千円）   126,576 70,595 79,415 234,599 107,270 

中間（当期）純損失（千円） 128,795 85,406 192,642 239,146 229,892 

純資産額（千円）   753,209 4,513,884 4,111,683 1,009,629 4,378,168 

総資産額（千円）   929,057 5,342,222 4,839,477 1,210,823 5,171,795 

１株当たり純資産額（円） 25.91 92.24 84.76 32.49 89.44 

１株当たり中間（当期）純損失金

額（円） 
4.61 2.28 3.97 8.31 5.35 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額（円） 
― ─ ─ ─ ─ 

自己資本比率（％）   81.1 83.8 85.0 83.4 83.9 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△199,659 △133,138 97,288 △221,770 △206,288 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△21,169 377,950 △18,121 △40,849 441,436 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
39,376 132,150 △49,847 433,807 46,146 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（千円） 
468,543 1,198,145 1,131,795 821,182 1,102,477 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

19 

(136)

202 

(607)

150 

(167)

15 

(158)

150 

(219)



(2) 提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり中間

(当期)純損失であるため記載をしておりません。 

３．第15期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第14期中 第15期中 第16期中 第14期 第15期 

会計期間 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成19年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日 

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

自 平成18年 
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日 

売上高（千円） 308,140 464,811 59,866 774,374 850,510 

経常損失（千円） 132,658 113,361 61,427 239,840 234,728 

中間（当期）純損失（千円） 129,236 103,342 149,742 234,078 171,438 

資本金（千円） 1,777,411 1,996,516 1,996,516 1,961,516 1,996,516 

発行済株式総数（株）   29,073,000 48,509,400 48,509,400 31,078,000 48,509,400 

純資産額（千円） 668,603 4,416,851 4,129,590 930,532 4,353,176 

総資産額（千円） 795,280 4,540,152 4,380,468 1,093,485 4,662,235 

１株当たり純資産額（円） 23.00 90.24 85.13 29.94 88.92 

１株当たり中間（当期）純損失金

額（円） 
4.62 2.76 3.09 8.13 3.99 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益金額（円） 
― ─ ─ ─ ─ 

１株当たり配当額（円） ― ─ ─ ─ ─ 

自己資本比率（％）   84.1 96.4 94.3 85.1 92.5 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者数）（人） 

11 

(1)

6 

(3)

4 

(9)

5 

(3)

6 

(3)



２【事業の内容】 

  主要な関係会社の異動 

 当企業グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社７社により構成されております。当企業グループ

の主力事業はシステム開発事業・ネット広告事業・人材派遣事業・施設運営事業等であります。  

 当中間連結会計期間における、各事業の種類別セグメントに係る主な事業内容の変更と主要な関係会社の異動

は、概ね次のとおりであります。 

  

（システム開発事業） 

 当該事業セグメントにおいては、平成19年６月に㈱ビゼムを設立いたしました。同社はクライアント企業より

多様なシステム開発プロジェクト業務を受託するビジネスモデルで事業展開を推進してまいります。 

主な事業内容の変更はござません。 

 （ネット広告事業） 

 当該事業セグメントに属する㈱チャンスイットは、チャンスラボ㈱の100％子会社であり、当社の孫会社であ

りましたが、平成19年８月に全株式をチャンスラボ㈱より取得し、当社の子会社となりました。 

 主な事業内容の変更はござません。 

（人材派遣事業） 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 

（その他事業） 

主な事業内容及び主な関係会社の異動はありません。 



 事業の系統図ならびに位置づけは以下のとおりであります。 

（注）※１ ㈱ビゼムは資本金10百万円を当社が全額出資し、平成19年６月に設立いたしました。 

※２ ㈱チャンスイットは、チャンスラボ㈱の100％子会社であり、当社の孫会社でありましたが、平成19年８

月に全株式をチャンスラボ㈱より取得し、当社の子会社となりました。 



３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

４【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しており

ます。 

２．全社（共通）として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属している

ものであります。 

３．臨時従業員数が前期末に比べ52名減少したのは、人材派遣事業において臨時従業員が減少したことによるも

のであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

    ２．従業員数が前期末に比べ２名減少したのは、従業員が退職等により減少したことによるものであり、臨時業

員数が前期末に比べ６名増加したのは、新規飲食店舗の開店により臨時従業員数が増加したことによるもの

であります。 

(3) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 

（百万円）
主要な事業の内容 

議決権の所有割合
又は被所有割合

（％） 
関係内容 

（連結子会社） 

  ㈱ビゼム 

 東京都中央

区 
10  システム開発事業 100 

 役員の兼任２名 

 資金援助あり 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

システム開発事業 93 ( - ) 

ネット広告事業 36 ( - ) 

人材派遣事業 9 (154) 

その他事業 5 ( 13) 

全社(共通)   7 ( - ) 

合計 150 (167) 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 4 (9) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間連結会計期間（自平成19年４月1日至平成19年９月30日）における当企業グループの売上高は、1,378百万

円（前年同期1,179百万円）となり、対前年同期比17.0％増加いたしました。営業損失は82百万円（前年同期72百

万円）、経常損失は79百万円（前年同期70百万円）となり、損失幅は若干拡大いたしました。  

 中間純損失は新株予約権戻入益等を特別利益に計上したものの、投資有価証券評価損や貸倒引当金繰入額等を特

別損失に計上した影響もあり、192百万円（前年同期85百万円）となりました。 

  

事業の業種別セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

①システム開発事業 

 当該事業につきましては、連結子会社であるチャンスラボ㈱ならびに平成19年６月に設立した㈱ビゼムにおいて

展開しております。チャンスラボ㈱はクライアント企業に常駐し各種ソフトウェア開発ならびにネットワークの構

築／保守運用等を行うのに対し、㈱ビゼムはクライアント企業より多様なシステム開発プロジェクト業務を受託す

るビジネスモデルであります。 

 当中間連結会計期間においては、法人のシステム開発需要の高まりにより、好調な受注環境が継続いたしました

が、原価率が当初予想を上回って推移したことや、開発案件が下半期にずれ込んだこと等も影響し、全般的に伸び

悩みました。 

 これらの結果、システム開発事業における売上高は369百万円、営業損失は32百万円となりました。 

 なお、当該事業は前連結会計年度の平成18年８月１日より開始しておりますので、前年同期比の記載はしており

ません。 

  

②ネット広告事業 

 当該事業につきましては、連結子会社である㈱チャンスイットが運営する国内最大級の懸賞サイト

「Chance It!」ならびに㈱アドクロスが運営するアフィリエイト（成果報酬型）広告サイト「Get Money!」におい

て展開しております。また、チャンスラボ㈱につきましてもASP（アフィリエイトサービスプロバイダ）の販売代

理店となり、事業展開を行っております。 

 当中間連結会計期間においては、広告単価の下落により粗利益率が若干低下する等いたしましたが、㈱チャンス

イット、㈱アドクロス共に高い知名度を背景に業績は堅調に推移いたしました。 

 これらの結果、ネット広告事業における売上高は647百万円、営業利益は22百万円となりました。 

 なお、当該事業は前連結会計年度の平成18年８月１日より開始しておりますので、前年同期比の記載はしており

ません。 

  

③人材派遣事業 

 当該事業につきましては、連結子会社である㈱ADVAX－MASHと㈱ロムテックジャパンの２社において展開してお

ります。 

 当中間連結会計期間においては、景気拡大基調による人員不足を背景に企業のアウトソーシングニーズが引き続

き旺盛でありましたが、人件費抑制傾向も強く、特に物流関連部門においてはクライアント企業への請求単価下落

と派遣スタッフへの支払単価上昇の影響もあり、当初の予想より原価率が上昇いたしました。 

 また、ドライバー派遣部門においては厳しい事業環境が継続しておりましたので、新宿支店を閉鎖するなど事業

リストラを推進いたしました。 

 これらの結果、人材派遣事業における売上高は244百万円（前年同期241百万円、前年同期比1.4％増）、営業損

失は４百万円（前年同期は営業利益６百万円）となりました。 

  

④その他事業 

 当該事業につきましては、施設運営事業として東京タワー内における「東京カレーラボ」ならびに連結子会社で

ある東都アイ・エヌ・ティー㈱が東京競馬場・中山競馬場で飲食店の運営を行っております。またチャンスラボ㈱

が中野サンプラザ（東京都中野区）において主にベンチャー企業に対して、オフィスを賃貸するSOHO事業を行って

おります。  

 当中間連結会計期間における施設運営事業は、「東京カレーラボ」が平成19年３月にオープンすると共に東京競

馬場内の飲食店も平成19年４月にリニューアルし、抜本的な集客力の改善は実現したものの、両施設共に開業準備

費を販売費及び一般管理費に計上した影響により、営業利益の黒字化までには至りませんでした。     



 SOHO事業につきましては、100％近い稼働率で推移いたしましたので、今後も入居者のニーズに即した運営を行

ってまいります。 

 これらの結果、売上高は116百万円（前年同期53百万円、前年同期比118.4％増）、営業損失はSOHO事業が好調に

推移したものの25百万円（前年同期47百万円）となりました。   

 なお、前連結会計年度まで独立セグメントとしていた「ホテル事業」は、平成19年３月に撤退したことにより、

当連結会計年度において売上計上はありません。 

  

 (2) キャッシュ・フロー 

  当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前中間連結会計期間末に比べ66

百万円減少（前年同期比5.5％減少）し、当中間連結会計期間末には1,131百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー）  

 営業活動の結果得られた資金は97百万円（前年同期は133百万円の使用）となりました。これは主に税金等調整

前中間純損失が167百万円計上されたものの、投資有価証券評価損125百万円、のれん償却72百万円等の非現金支出

費用があったことや、売上債権の減少額67百万円があったことによるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は18百万円（前年同期は377百万円の獲得）となりました。これは主に有形固定資

産の取得16百万円があったことによるものです。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は49百万円（前年同期は132百万円の獲得）となりました。これは主に短期借入金

の純減少額30百万円を反映したものであります。 

  



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 該当事項はありません。 

(2) 受注状況 

 当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．人材派遣事業及びその他事業においては受注活動を行っておりませんので、記載をしておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 （注) １．セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２．前連結会計年度にホテル事業から撤退したことに伴い、当中間連結会計期間よりホテル事業の販売実績はあ

りません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別 
セグメントの名称 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

比較増減 

受注高 
（千円） 

受注残高 
（千円） 

受注高 
（千円） 

受注残高 
（千円） 

受注高 
（千円） 

受注残高 
（千円） 

システム開発事業 86,558 2,969 254,373 9,740 167,815 6,771 

ネット広告事業 75,248 51,698 253,208 12,782 177,960 38,916 

合計 161,807 54,667 507,581 22,522 345,775 45,687 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 

 （自  平成19年４月１日 

   至  平成19年９月30日） 

前年同期比(％) 

システム開発事業 369,356 196.9 

ネット広告事業 647,940 252.8 

人材派遣事業 244,628 101.4 

ホテル事業 － － 

その他事業 116,762 218.4 

合計 1,378,687 117.0 



３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当企業グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

  

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

連結子会社㈱チャンスイットと連結子会社㈱アドクロスとの合併 

  当社は、平成19年６月４日開催の取締役会において、当社の連結子会社である㈱チャンスイットと、当社の連

結子会社である㈱アドクロスが合併することを決議しました。 

  当該合併に関する事項の概要は、次のとおりであります。 

 (1)  合併の目的 

 ㈱チャンスイット、㈱アドクロス共にネット広告を専業としており、本合併により当該事業の一層の強化

と業務の効率化を目的として、平成20年４月1日付で実施いたします。 

 (2)  合併の方法 ㈱チャンスイットを存続会社、㈱アドクロスを消滅会社とする吸

収合併方式であり、㈱アドクロスは解散いたします。  

 (3)  合併期日 平成20年４月１日  

 (4)  合併に際して発行する株式及び割当 合併による新株式の発行ならびに資本金の増加はありません。  

 (5)  合併比率の算定根拠 該当事項はありません。  

 (6)  引継資産・負債の状況 合併期日における一切の資産、負債及び権利義務を引継ぐ予定で

あります。 

 (7)  吸収合併存続会社となる会社の概要 

 商号   ㈱チャンスイット 

 資本金  211百万円 

 事業内容 ネット広告事業 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

(2）国内子会社 

 当中間連結会計期間において、㈱ビゼムを新たに設立いたしました。その主要な設備は、次のとおりでありま

す。 

 （注) １．金額には消費税等を含めておりません。 

２．従業員数の（ ）は、臨時従業員数であり、外書しております。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった、東都アイ・エヌ・ティー㈱の内装設備の改装につ

いては、平成19年４月に完了し、同月から営業を開始しております。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別 
セグメントの名称 

設備の内容
帳簿価額(千円) 

従業員数 
(名) 

工具器具備品 ソフトウェア 合計 

㈱ビゼム  東京都中央区 システム開発事業 本社 3,773 119 3,893 16（-） 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 「提出日現在発行数」欄には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 190,000,000 

計 190,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月26日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 48,509,400 48,509,400 
東京証券取引所 

(マザーズ) 

権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式 

計 48,509,400 48,509,400 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 ①平成14年11月26日臨時株主総会決議 

（注）   新株予約権発行日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切上げるものとしております。 

  また、当社が新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株を発行し、また自己株式を処分する場合

(新株予約権の行使を除く。)には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は、これを切上げるものとしております。 

  さらに、上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織

変更を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範

囲において行使価額を調整するものとしております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 691 691 

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個） 
― ― 

新株予約権の目的となる株式の種

類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 
691,000 691,000 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
42 同左 

新株予約権の行使期間 
平成15年6月2日～ 

平成24年11月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格   42 

資本組入額  21 
同左 

新株予約権の行使の条件 ①対象者に法令又は当社もしくは

当社子会社の内部規律に対する重

大な違反行為があった場合、対象

者は新株予約権を行使できないも

のとする。 

②対象者が死亡した場合、対象者

の相続人は新株予約権を行使する

ことができるものとする。 

③この他の権利行使の条件は、株

主総会決義および取締役会決議に

もとづき、当社と新株予約権の割

当を受けた者との間で締結する新

株予約権割当契約の定めるところ

によるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項 
 ―  ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 

既発行株式数＋ 

新規発行株式数 

又は処分株式数 
× 

１株当り払込金額

又は処分価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１株当りの株価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 



 ②平成16年６月23日定時株主総会決議 

（注）   新株予約権発行日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切上げるものとしております。 

  また、当社が新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株を発行し、また自己株式を処分する場合

(新株予約権の行使を除く。)には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は、これを切上げるものとしております。 

  さらに、上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織

変更を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範

囲において行使価額を調整するものとする。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 1,600 1,600 

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個） 
― ― 

新株予約権の目的となる株式の種

類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 
1,600,000 1,600,000 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
122 同左 

新株予約権の行使期間 
平成16年９月１日～ 

平成26年６月30日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格  122 

資本組入額  61 
同左 

新株予約権の行使の条件 ①対象者に法令又は当社もしくは

当社子会社の内部規律に対する重

大な違反行為があった場合、対象

者は新株予約権を行使できないも

のとする。 

②対象者が死亡した場合、対象者

の相続人は新株予約権を行使する

ことができるものとする。 

③この他の権利行使の条件は、株

主総会決義および取締役会決議に

もとづき、当社と新株予約権の割

当を受けた者との間で締結する新

株予約権割当契約の定めるところ

によるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項 
 ―  ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数 

又は処分株式数 
× 

１株当り払込金額

又は処分価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１株当りの株価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 



 ③平成17年６月29日定時株主総会決議 

（注）   新株予約権発行日後に、当社が株式の分割又は併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、

調整により生ずる１円未満の端数は切上げるものとしております。 

  また、当社が新株予約権発行日以降、時価を下回る価額で新株を発行し、また自己株式を処分する場合

(新株予約権の行使を除く。)には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数

は、これを切上げるものとしております。 

  さらに、上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併又はその他組織

変更を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、合理的な範

囲において行使価額を調整するものとしております。 

  
中間会計期間末現在 
（平成19年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年11月30日） 

新株予約権の数（個） 2,000 2,000 

新株予約権のうち自己新株予約権

の数（個） 
― ― 

新株予約権の目的となる株式の種

類 
普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数

（株） 
2,000,000 2,000,000 

新株予約権の行使時の払込金額

（円） 
245 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月１日～ 

平成27年７月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発

行する場合の株式の発行価格及び

資本組入額（円） 

発行価格   245 

資本組入額  123 
同左 

新株予約権の行使の条件 ①対象者に法令又は当社もしくは

当社子会社の内部規律に対する重

大な違反行為があった場合、対象

者は新株予約権を行使できないも

のとする。 

②対象者が死亡した場合、対象者

の相続人は新株予約権を行使する

ことができるものとする。 

③この他の権利行使の条件は、株

主総会決義および取締役会決議に

もとづき、当社と新株予約権の割

当を受けた者との間で締結する新

株予約権割当契約の定めるところ

によるものとする。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締

役会の承認を要するものとする。 
同左 

代用払込みに関する事項 ─ ─ 

組織再編成行為に伴う新株予約権

の交付に関する事項 
 ―  ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率 

 
既発行株式数＋ 

新規発行株式数 

又は処分株式数 
× 

１株当り払込金額

又は処分価額 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 

１株当りの株価 

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

          該当事項はありません。 

  

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

発行済株式 
総数残高 

資本金増減額 資本金残高 
資本準備金 
増減額 

資本準備金 
残高 

(株) (株) （千円） （千円） （千円） （千円）

 平成19年４月１日～ 

 平成19年９月30日 
― 48,509,400 ― 1,996,516 ― 2,351,169 



(5）【大株主の状況】 

 （注）前事業年度末現在主要株主であったジャパン・ソリューション・ファンド６号投資事業組合、ジャパン・ソリュ

ーション・ファンド10号投資事業組合は、当中間期末では主要株主だはなくなりました。 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、10,393,000株含まれており

ます。また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数10,393個が含まれており

ます。 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

中根 慎一 東京都千代田区 3,895 8.0 

株式会社BBH 東京都新宿区西新宿１丁目25-１ 2,681 5.5 

辻 誠 東京都中央区 2,500 5.2 

エヌ・エス・アール株式会社 東京都中央区銀座７丁目13-10 2,338 4.8 

小林 弘志 東京都世田谷区 1,547 3.2 

株式会社ニナファームジャポン 東京都中央区銀座７丁目13-10 1,255 2.6 

黒川 隆司 東京都港区 1,202 2.5 

中本 城治 大阪府大阪市都島区 1,011 2.1 

山田 克礼  東京都中央区 792 1.6 

BBファンドA2投資組合 東京都新宿区西新宿１丁目25-１ 740 1.5 

計 ― 17,961 37.0 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 

普通株式  1,000 
― 

権利内容に何ら限定のない当社にお

ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

48,501,000 
48,501 同上 

単元未満株式 普通株式  7,400 ― 同上 

発行済株式総数 48,509,400 ― ― 

総株主の議決権 ― 48,501 ― 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ)におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社アドバックス 
東京都中央区銀座七丁目 

13番地10号 
1,000 ─ 1,000 0.0 

計 ― 1,000 ─ 1,000 0.0 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 65 53 55 70 77 62 

最低(円) 36 38 42 49 55 41 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表につい

て、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19

年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務

諸表について、アスカ監査法人による中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 

要約連結貸借対照表 

    (平成18年９月30日) (平成19年９月30日) (平成19年３月31日)

 区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金 ※２   1,255,467 1,186,086   1,155,827 

２ 受取手形及び売掛
金 

    545,236 389,974   457,442 

３ その他     156,662 348,534   344,962 

貸倒引当金     △15,982 △43,606   △11,649 

流動資産合計     1,941,383 36.3 1,880,989 38.9   1,946,583 37.6

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１   205,305 3.9 142,451 2.9   144,605 2.8

２ 無形固定資産           

(1) のれん   2,613,192   2,432,549 2,505,468   

(2) その他   52,508 2,665,700 49.9 34,646 2,467,196 51.0 41,514 2,546,983 49.3

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   350,863   175,183 358,315   

(2) その他   329,122   339,559 341,210   

貸倒引当金   △150,152 529,832 9.9 △165,902 348,840 7.2 △165,902 533,623 10.3

固定資産合計     3,400,838 63.7 2,958,487 61.1   3,225,211 62.4

資産合計     5,342,222 100.0 4,839,477 100.0   5,171,795 100.0 

          

 



    前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

    (平成18年９月30日) (平成19年９月30日) (平成19年３月31日)

 区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 支払手形及び 
買掛金 

    196,159 149,911   170,966 

２ 短期借入金     80,000 ─   30,000 

３ １年以内返済予定
長期借入金 

    48,820 8,350   23,640 

４ ポイント引当金     ─ 68,026   54,336 

５ その他の引当金     ─ 33,891   30,728 

６ 引当金     90,901 ─   ─ 

７ 未払費用     76,250 ─   ─ 

８ 未払法人税等     98,804 24,086   6,225 

９ その他     79,498 323,590   331,240 

流動負債合計     670,434 12.5 607,857 12.5   647,138 12.5

Ⅱ 固定負債           

１ 長期借入金     14,887 ─   4,557 

２ 引当金     19,702 19,042   17,527 

３ その他     123,312 100,894   124,404 

固定負債合計     157,903 3.0 119,936 2.5   146,489 2.8

負債合計     828,337 15.5 727,793 15.0   793,627 15.3

            

(純資産の部)           

Ⅰ 株主資本           

１ 資本金     1,996,516 37.4 1,996,516 41.3   1,996,516 38.6

２ 資本剰余金     3,776,143 70.7 2,431,319 50.2   2,431,319 47.0

３ 利益剰余金     △1,327,940 △24.9 △315,895 △6.5   △123,253 △2.4

４ 自己株式     △332 △0.0 △332 △0.0   △332 △0.0

株主資本合計     4,444,385 83.2 4,111,607 85.0   4,304,249 83.2

Ⅱ 評価・換算差額等           

１ その他有価証券評
価差額金 

    29,839 0.6 75 0.0   34,258 0.7

評価・換算差額等
合計 

    29,839 0.6 75 0.0   34,258 0.7

Ⅲ 新株予約権     39,660 0.7 ─ ─   39,660 0.8

純資産合計     4,513,884 84.5 4,111,683 85.0   4,378,168 84.7

負債純資産合計     5,342,222 100.0 4,839,477 100.0   5,171,795 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

    （自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日） 

（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日） 

（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     1,179,396 100.0 1,378,687 100.0   3,180,486 100.0 

Ⅱ 売上原価     585,507 49.6 771,403 56.0   1,606,135 50.5

売上総利益     593,888 50.4 607,283 44.0   1,574,351 49.5

Ⅲ 販売費及び 
一般管理費 

※１   666,570 56.5 689,791 50.0   1,684,091 53.0

営業損失     72,682 △6.1 82,508 △6.0   109,740 △3.5

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息   1,331   1,893 2,129   

２ その他   5,068 6,399 0.5 1,604 3,497 0.2 7,186 9,315 0.3

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息   413   385 1,137   

２ 株式交付費   3,772   ─ 4,265   

３ その他   127 4,312 0.4 18 404 0.0 1,442 6,845 0.2

経常損失     70,595 △6.0 79,415 △5.8   107,270 △3.4

Ⅵ 特別利益           

１ 貸倒引当金戻入益   2,925   42 2,924   

２ 投資有価証券売却
益 

  149     ─ 149   

３ 関係会社株式売却
益 

  ─     ─ 128,761   

４ 保険解約返戻金   ─     10,875 ─   

５ 新株予約権戻入益   ─     39,660 ─   

６ 受取損害賠償金   ─     20,000 ─   

７ その他   ─ 3,075 0.3 ─ 70,577 5.1 9,061 140,896 4.4

Ⅶ 特別損失           

１ 過年度消費税等   ─   1,302 ─   

２ 固定資産売却損 ※２ ─   21 515   

３ 固定資産除却損 ※３ ─   168 34,319   

４ 減損損失 ※４ 10,023     ─ 10,023   

５ 投資有価証券評価
損 

  ─   125,500 ─   

６ 訴訟和解金   ─     ─ 80,000   

 ７ 貸倒引当金繰入額   ─     32,000 ─    

８ その他   842 10,866 0.9 ─ 158,991 11.5 26,063 150,921 4.7

税金等調整前 
中間(当期)純損失 

    78,386 △6.6 167,828 △12.2   117,295 △3.7

法人税、住民税及
び事業税 

  10,886   19,798 33,529   

過年度法人税等    ─   8,777 ─   

法人税等調整額   △3,866 7,020 0.6 △3,763 24,813 1.8 79,067 112,596 3.5

中間(当期)純損失     85,406 △7.2 192,642 △14.0   229,892 △7.2

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,961,516 290,549 △1,242,533 △332 1,009,198 

中間連結会計期間中の変動額     

新株予約権行使による新株の発行 35,000 35,000   70,000

株式交換による新株の発行   3,450,594   3,450,594

中間純損失   △85,406   △85,406

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

    

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) 35,000 3,485,594 △85,406 － 3,435,187

平成18年９月30日残高(千円) 1,996,516 3,776,143 △1,327,940 △332 4,444,385 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) 431 39,660 1,049,289 

中間連結会計期間中の変動額   

新株予約権行使による新株の発行   70,000 

株式交換による新株の発行   3,450,594 

中間純損失   △85,406 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

29,407 － 29,407 

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) 29,407 － 3,464,595 

平成18年９月30日残高(千円) 29,839 39,660 4,513,884 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日残高(千円) 1,996,516 2,431,319 △123,253 △332 4,304,249

中間連結会計期間中の変動額     

中間純損失   △192,642   △192,642

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

    

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) － － △192,642 － △192,642

平成19年９月30日残高(千円) 1,996,516 2,431,319 △315,895 △332 4,111,607

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成19年３月31日残高(千円) 34,258 39,660 4,378,168

中間連結会計期間中の変動額   

中間純損失   △192,642

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

△34,182 △39,660 △73,842

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) △34,182 △39,660 △266,485

平成19年９月30日残高(千円) 75 － 4,111,683



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(千円) 1,961,516 290,549 △1,242,533 △332 1,009,198

連結会計年度中の変動額     

新株予約権行使による新株の発行 35,000 35,000   70,000

株式交換による新株の発行   3,450,594   3,450,594

欠損填補による資本準備金の取崩し   △1,344,823 1,344,823   －

当期純損失   △229,892   △229,892

連結範囲の変動   4,349   4,349

株主資本以外の項目の連結会計年度中
の変動額（純額） 

    

連結会計年度中の変動額合計(千円) 35,000 2,140,770 1,119,280 －  3,295,050

平成19年３月31日残高(千円) 1,996,516 2,431,319 △123,253 △332 4,304,249

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) 431 39,660 1,049,289

連結会計年度中の変動額   

新株予約権行使による新株の発行   70,000

株式交換による新株の発行   3,450,594

欠損填補による資本準備金の取崩し   －

当期純損失   △229,892

連結範囲の変動   4,349

株主資本以外の項目の連結会計 
年度中の変動額(純額) 

33,827 － 33,827

連結会計年度中の変動額合計(千円) 33,827 － 3,328,878

平成19年３月31日残高(千円) 34,258 39,660 4,378,168



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

    （自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日） 

（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日） 

（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税金等調整前中間(当期)純損失   △78,386 △167,828 △117,295 

減価償却費   18,164 27,343 49,808 

減損損失   10,023 ─ 10,023 

のれん償却額   37,507 72,918 119,259 

退職給付引当金の増減額 
（減少：△） 

  1,419 1,514 △755 

ポイント引当金の増加額   2,675 13,690 12,399 

賞与引当金の増加額   17,486 3,162 1,926 

貸倒引当金の増減額（減少：△）   △2,925 31,957 8,491 

受取利息及び受取配当金   △1,330 △1,902 △2,136 

支払利息   413 385 1,137 

株式交付費   3,772 ─ 4,265 

投資有価証券売却益   △149 ─ △149 

関係会社株式売却益   ─ ─ △128,761 

固定資産売却益   ─ ─ △2,633 

保険解約返戻金   ─ △10,875 ─ 

新株予約権戻入益   ─ △39,660 ─ 

受取損害賠償金   ─ △20,000 ─ 

訴訟和解金    ─ ─ 80,000 

固定資産売却損   ─ 21 515 

固定資産除却損   ─ 168 34,319 

投資有価証券評価損   ─ 125,500 ─ 

訴訟費用    ─ ─ 8,909 

本社移転費用   842 ─ 842 

売上債権の増減額（増加:△）   △50,693 67,468 34,580 

たな卸資産の増減額（増加:△）   6,019 △3,424 9,789 

仕入債務の減少額   △9,242 △21,055 △34,434 

その他   △41,708 △9,543 △55,836 

小計   △86,112 69,841 34,265 

利息及び配当金の受取額   1,024 1,360 1,640 

利息の支払額   △413 △314 △1,137 

損害賠償金の受取額   ─ 20,000 ─ 

本社移転による支出   △842 ─ △842 

和解金の支払額   ─ ─ △80,000 

訴訟費用の支払額    ─ ─ △8,909 

法人税等の支払額   △46,793 △10,545 △151,305 

法人税等の還付額   ─ 16,946 ─ 

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  △133,138 97,288 △206,288 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △300 △940 △1,230 

定期預金の払戻による収入    ─ ─ 4,901 

有形固定資産の取得による支出   △4,074 △16,843 △54,797 

有形固定資産の売却による収入    ─ 28 39,529 

無形固定資産の取得による支出   ─ △2,280 △1,163 

無形固定資産の売却による収入    ─ ─ 1,200 

投資有価証券の取得による支出   △200,002 △2 △200,002 

投資有価証券の売却による収入   150 ─ 150 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の取得による収入 

※２ 580,747 ─ 580,747 

子会社株式の取得による支出   ─ ─ △1,000 

連結範囲の変更を伴う子会社株式
の売却による収入 

※３ ─ ─ 124,492 

貸付金の貸付による支出   ─ △10,000 △205,123 

貸付金の回収による収入   1,083 1,838 203,023 

敷金及び保証金の差入れによる支
出 

  ─ △2,354 △47,745 

敷金及び保証金の回収による収入   100 1,608 150 

敷金及び保証金の預りによる収入   657 426 1,930 

保険積立金の解約による収入   ─ 10,875 ─ 

その他   △410 △476 △3,624 

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  377,950 △18,121 441,436 

 



    前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の要約連結 
キャッシュ・フロー計算書 

    （自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日） 

（自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日） 

（自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入金の増減額（減少：△）   80,000 △30,000 30,000 

長期借入金の返済による支出   △14,510 △19,847 △50,020 

株式の発行による収入   66,660 ─ 66,166 

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー 

  132,150 △49,847 46,146 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   ─ ─ ─ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   376,962 29,318 281,294 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   821,182 1,102,477 821,182 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期
末)残高 

※１ 1,198,145 1,131,795 1,102,477 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 当企業グループは、前連結会計年

度233百万円、当中間連結会計期間72

百万円の営業損失を計上しておりま

す。また、営業キャッシュ・フロー

面においても前連結会計年度△221百

万円、当中間連結会計期間△133百万

円となり、継続的に営業キャッシ

ュ・フローがマイナスとなっており

ます。当該状況により、継続企業の

前提に関する重要な疑義が存在して

おります。 

 当企業グループにおいては株式交

換により子会社化した３社が業績回

復に大きく貢献することを見込んで

おりますのでシステム開発事業・ネ

ット広告事業に経営資源を投下する

予定にしております。また、既存事

業においても引き続き収益力の強化

とコスト管理に取り組んでまいりま

す。 

 当企業グループは、前連結会計年

度に109,740千円、当中間連結会計期

間に82,508千円の営業損失を計上し

ております。当該状況により継続企

業の前提に関する重要な疑義が存在

しております。 

 当企業グループにおいては前連結

会計年度に抜本的な企業再編を実施

いたしました。当連結会計年度にお

きましては、システム開発事業・ネ

ット広告事業・人材派遣事業・施設

運営事業を主力事業領域と位置づけ

て着実に下記の経営計画を実行して

まいります。 

 システム開発事業は、よりエンド

ユーザーに近い法人との取引が活発

化し契約単価も上昇傾向が見られま

すが、人手不足感が顕著であり、エ

ンジニアの「売手市場化」に伴い活

発化する人材異動への対応が業界全

体に求められております。従いまし

て、当企業グループにおいては従来

の中途採用に加え、新卒採用に注力

した人員計画を推進しております。 

 また前連結会計年度にはベトナム

国ホーチミン市に「オフショア開

発」を視野に入れた現地事務所を開

設し、当中間連結会計期間において

も各種システムの受託開発を行う㈱

ビゼムを設立するなど、今後も事業

拡大に努めてまいります。 

 ネット広告事業は周知のとおり、W

EB環境の急速な発展と共にその市場

規模が拡大しております。当企業グ

ループにおいて主力の純広告、アフ

ィリエイト（成果報酬型）広告も堅

調に推移しておりますが、一層の競

争力強化を図るべく、平成20年４月

１日を効力発生日として㈱チャンス

イットと㈱アドクロスを合併し、新

たなコンテンツ開発や他社媒体広告

の販売代理店営業など収益基盤の拡

大に向けた取り組みを実行してまい

ります。 

  当企業グループは、前連結会計年

度233,491千円、当連結会計年度

109,740千円の営業損失を計上してお

ります。また、営業キャッシュ・フ

ロー面においても前連結会計年度△

221,770千円、当連結会計年度△

206,288千円となり、継続的に営業キ

ャッシュ・フローがマイナスとなっ

ております。当該状況により、継続

企業の前提に関する重要な疑義が存

在しております。  

 当企業グループにおいては株式交

換により子会社化した３社が業績回

復に大きく貢献することを見込んで

おりますのでシステム開発事業・ネ

ット広告事業に経営資源を投下する

予定にしております。また、既存事

業においても引き続き収益力の強化

とコスト管理に取り組んでまいりま

す。 

（新規事業開発について） 

 システム開発事業は、「オープン

系アプリケーションシステム開

発」、「ファームウェア開発」、

「ネットワークの構築/保守運用事

業」を主力事業領域としておりま

す。昨今は、よりエンドユーザーに

近い法人との取引が活発化し契約単

価も上昇傾向が見られますが、人手

不足感が顕著であり、エンジニアの

「売手市場化」に伴う人材の流動性

低下も懸念されております。従いま

して、従来の中途採用に加え、新卒

採用に注力した人員計画を策定する

予定にしており、将来的にはオフシ

ョア開発も視野に入れて事業拡大に

努めてまいります。 

 ネット広告事業は周知のとおり、 

WEB環境の急速な発展と共にその市場

規模が急拡大しております。当企業

グループにおいて主力の純広告、ア

フィリエイト（成果報酬型）広告も

堅調に推移しておりますが、それら

に加え新たなコンテンツ開発や他社

媒体の代理店営業など収益力強化に

向けた取り組みを実施してまいりま

す。 

 （新規事業開発について） 

  システム開発事業は、「オープン

系アプリケーションシステム開

発」、「ファームウェア開発」、

「ネットワークの構築/保守運用事

業」を主力事業領域としておりま

す。昨今は、よりエンドユーザーに

近い法人との取引が活発化し契約単

価も上昇傾向が見られますが、人手

不足感が顕著であり、エンジニアの

「売手市場化」に伴う人材の流動性

低下も懸念されております。従いま

して、従来の中途採用に加え、新卒

採用に注力した人員計画を策定する

予定にしております。また平成18年

10月にはベトナム国ホーチミン市に

「オフショア開発」を視野に入れた

代表事務所を開設しており、今後も

事業拡大に努めてまいります。 

 ネット広告事業は周知のとおり、

WEB環境の急速な発展と共にその市場

規模が急拡大しております。当企業

グループにおいて主力の純広告、ア

フィリエイト（成果報酬型）広告も

堅調に推移しておりますが、それら

に加え新たなコンテンツ開発や他社

媒体の代理店営業など収益力強化に

向けた取り組みを実施してまいりま

す。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（既存事業の強化について） 

 人材派遣事業は、子会社の㈱ 

ADVAX－MASHと㈱ロムテックジャパン

で展開しております。両社とも受注

の増加により順調に業績が伸張し、

すでに営業利益の黒字化は達成して

おります。同事業部門はあらゆる業

界において人材の流動化が促進され

ていることを背景に、優秀な人材の

確保が急務となっております。従い

まして今後も人材獲得の様々な手法

（営業力の強化・広告宣伝媒体の再

選定・WEBサイトの充実・データベー

スの再構築・研修制度の充実等）を

検討しつつ業容拡大に努めるととも

に、特色のある人材派遣会社として

利益確保を図ってまいります。 

 ホテル事業につきましては、予想

を上回る好調な業績で集客数を確保

しておりますが、顕著な季節変動性

や一部老朽化に対する対策など高度

なマネジメントが求められておりま

す。従いましてあらゆる可能性を視

野にいれつつ、ノウハウ蓄積に努め

るとともに、協力企業等との関係も

強化しリスク管理を重視した運営を

目指してまいります。 

 その他事業につきましては、飲食

を中心とする施設運営事業とオフィ

スを賃貸するSOHO事業を行っており

ますが、施設運営事業は全般的に業

績が低迷しております。従いまして

飲食機能に限定された「店舗」から

ネットを利用した「情報発信基地」

への新展開を模索するなど、当企業

グループの経営資源の融合も視野に

入れた展開を目指し早急に建て直し

を図ってまいります。 

 SOHO事業につきましては、100％近

い稼働率を維持しておりますので、

今後も高稼働率を維持すべく入居者

のニーズに即した運営を行ってまい

ります。 

 人材派遣事業は、あらゆる業界に

おいて人材の流動化が促進されてい

ることを背景に、優秀な人材の確保

が急務となっております。その一方

でクライアント企業側の継続的なコ

スト削減により、人件費は抑制傾向

が続いております。 

 従いまして、今後も人材獲得と育

成の様々な手法（営業力の強化・広

告宣伝媒体の再選定・WEBサイトの充

実・データベースの再構築・研修制

度の充実等）を検討・実施しつつ業

容拡大に努めるとともに、特色のあ

る人材派遣会社として利益確保を図

ってまいります。 

 その他事業は、飲食を中心とする

施設運営事業とオフィスを賃貸するS

OHO事業等を行っておりますが、施設

運営事業は飲食店舗の全面改装を実

施すると共に取扱品目を刷新いたし

ました。当中間連結会計期間におい

ては、開業準備費の計上等により営

業利益の確保には至っておりません

が、引き続き魅力的な店舗運営に努

めてまいります。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る当企業グループの営業キャッシ

ュ・フローは97,288千円の収入とな

り、事業活動における現金収入が現

金支出を上回って推移いたしまし

た。これは着実に企業再生のための

経営計画を実行した結果であります

が、引き続きグループ全体として営

業利益を確保できる経営基盤を構築

してまいります。 

  

 中間連結財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このよう

な重要な疑義の影響を中間連結財務

諸表には反映しておりません。 

（既存事業の強化について） 

 人材派遣事業は、子会社の㈱ADVAX

－MASHと㈱ロムテックジャパンで展

開しております。 

  両社とも受注の増加により順調に

業績が伸張し、すでに営業利益の黒

字化は達成しております。 

  同事業部門はあらゆる業界におい

て人材の流動化が促進されているこ

とを背景に、優秀な人材の確保が急

務となっております。従いまして今

後も人材獲得の様々な手法（営業力

の強化・広告宣伝媒体の再選定・WEB

サイトの充実・データベースの再構

築・研修制度の充実等）を検討しつ

つ業容拡大に努めるとともに、特色

のある人材派遣会社として利益確保

を図ってまいります。 

 その他事業につきましては、飲食

を中心とする施設運営事業とオフィ

スを賃貸するSOHO事業を行っており

ますが、施設運営事業は全般的に業

績が低迷しております。従いまして

飲食機能に限定された「店舗」から

ネットを利用した「情報発信基地」

への新展開を模索するなど、当企業

グループの経営資源の融合も視野に

入れた展開を目指し早急に建て直し

を図ってまいります。 

  

  当企業グループは、上述の経営計

画を着実に実行し、グループ全体と

して営業利益を確保できる企業体質

を構築してまいります。 

  

  連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を連結財務諸表には

反映しておりません。 

  

     

 当企業グループは、上述の経営計画

を着実に実行し、グループ全体として

営業利益を確保できる企業体質を構築

してまいります。 

   

     

 中間連結財務諸表は継続企業を前提

として作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間連結財務諸表に

は反映しておりません。 

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関す

る事項 

連結子会社の数 ９社 

連結子会社名 

㈱ADVAX-MASH 

㈱東京スノーヴァ 

㈲アドバックス・リア

ルエステート 

㈲パワープレスト 

東都アイ・エヌ・ティ

ー㈱ 

㈱ロムテックジャパン 

チャンスラボ㈱ 

㈱アドクロス 

㈱チャンスイット 

 連結子会社のうち、チャン

スラボ㈱、㈱アドクロス及び

㈱チャンスイットは、平成18

年８月１日付の株式交換によ

り当中間連結会計年度から連

結の範囲に含めております。

 前連結会計年度まで非連結

子会社であったSNOVA 

(HONGKONG)CO.,LTD．は、平 

成18年９月29日に全株式を譲

渡しております。 

連結子会社の数   ７社 

連結子会社名 

㈱ADVAX-MASH 

東都アイ・エヌ・ティ

ー㈱ 

㈱ロムテックジャパン 

チャンスラボ㈱ 

㈱アドクロス 

㈱チャンスイット 

     ㈱ビゼム 

 上記のうち、㈱ビゼムは、

当中間連結会計期間において

新たに設立したため、連結の

範囲に含めております。 

連結子会社の数 ６社 

連結子会社名 

㈱ADVAX－MASH 

東都アイ・エヌ・ティ

ー㈱ 

㈱ロムテックジャパン 

チャンスラボ㈱ 

㈱アドクロス 

㈱チャンスイット 

  連結子会社のうち、チャン

スラボ㈱、㈱アドクロス及び

㈱チャンスイットは、平成18

年８月１日付の株式交換によ

り当連結会計年度から連結の

範囲に含めております。 

  前連結会計年度において連

結子会社でありました㈲パワ

ープレストは、当連結会計年

度において保有株式すべてを

売却したため、連結子会社に

該当しないこととなりまし

た。 

  また、前連結会計年度にお

いて連結子会社でありました

㈱東京スノーヴァと㈲アドバ

ックス・リアルエステート

は、当連結会計年度におい

て、清算しております。  

  また、前連結会計年度まで

非連結子会社でありました

SNOVA (HONGKONG)CO.,LTD． 

は、平成18年９月29日に全株

式を譲渡しております。 

２．持分法の適用に関

する事項 

  前連結会計年度まで持分法

を適用していない非連結子会

社であったSNOVA (HONGKONG)

CO.,LTD.は、平成18年９月29

日に全株式を譲渡しておりま

す。 

  持分法適用会社はありませ

ん。 

  前連結会計年度まで持分法

を適用していない非連結子会

社であったSNOVA (HONGKONG)

CO.,LTD.は、平成18年９月29

日に全株式を譲渡しておりま

す。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．連結子会社の中間

決算日(決算日)等に

関する事項 

 連結子会社の中間決算日

が中間連結決算日と異なる

会社は次の通りです。 

  連結子会社のうち、東都ア

イ・エヌ・ティー㈱につきま

しては、決算期変更を行い、

決算日を12月31日から３月31

日に変更しておりますが、中

間連結財務諸表作成にあたっ

ては、中間連結決算日に実施

した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

  なお、その他の連結子会社

の中間決算日は、すべて９月

30日で中間連結決算日と一致

しております。 

 連結子会社の決算日が連結

決算日と異なる会社は次の通

りです。 

  会社名 中間決算日 

㈱東京スノーヴァ  ６月30日

㈲パワープレスト  ４月30日

東都アイ・エヌ・ティー㈱ 

６月30日

㈱ロムテックジャパン 

12月31日

チャンスラボ㈱   ２月28日

㈱チャンスイット  ２月28日

 中間連結財務諸表の作成に

あたって、これらの会社につ

いては、中間連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく中

間財務諸表を使用しておりま

す。 

 なお、チャンスラボ㈱、㈱

チャンスイット及び㈱アドク

ロスについては、取得日であ

る８月１日から中間連結決算

日までの仮決算に基づく財務

諸表を使用しております。 

会社名 決算日 

東都アイ・エヌ・ティー㈱ 

 12月31日

  連結財務諸表の作成にあた

って、これらの会社について

は、連結決算日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

  なお、チャンスラボ㈱及び

㈱チャンスイットの決算日は

平成18年11月29日の臨時株主

総会決議により、８月31日か

ら３月31日に変更しており、

連結決算日と一致しておりま

す。 

  また、チャンスラボ㈱、㈱

チャンスイット及び㈱アドク

ロスについては、取得日であ

る８月１日から決算日までの

仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。 

  また、㈱ロムテックジャパ

ンの決算日は、平成19年２月

26日付の臨時株主総会決議に

より、６月30日から３月31日

に変更しており、連結決算日

と一致しております。当事業

年度は９ケ月決算となってお

りますが、連結財務諸表の作

成にあたっては、平成18年４

月１日から平成19年３月31日

までの仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関

する事項 

(イ) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

(イ) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

(イ) 重要な資産の評価基

準及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間連結決算日の市

場価格等に基づく時価

法（評価差額は、全部

純資産直入法により処

理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  連結決算日の市場価

格に基づく時価法（評

価差額は、全部純資産

直入法により処理し、

売却原価は、移動平均

法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  ② たな卸資産 

商品・原材料 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

② たな卸資産 

商品・原材料 

同左 

  貯蔵品 

一部の連結子会社は、最

終仕入原価法 

仕掛品 

個別法による原価法 

貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

     
  (ロ) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次の通りであります。 

建物   ３年～19年 

(ロ) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物   ８年～15年 

(ロ) 重要な減価償却資産

の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は

次の通りであります。 

建物   ３年～15年 

     （会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当

中間連結会計期間より、平成

19年４月１日以降に取得した

有形固定資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償

却の方法に変更しておりま

す。 

  なお、この変更に伴う損益

に与える影響は軽微でありま

す。 

 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

     （追加情報） 

  一部の連結子会社は、法人

税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した資産

については、改正前の法人税

法に基づく減価償却の方法の

適用により取得価額の５％に

到達した連結会計年度の翌連

結会計年度より、取得価額の

５％相当額と備忘価額との差

額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上

しております。 

  なお、この変更に伴う損益

に与える影響は軽微でありま

す。 

 

  ② 無形固定資産 

 定額法によっておりま

す。 

 但し、ソフトウェア(自

社利用分)については、社

内における利用可能期間

(３年または５年)に基づ

く定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  (ハ) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等

特定の債権については、

個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計

上しております。 

(ハ) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(ハ) 重要な引当金の計上

基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

 一部の連結子会社は、

従業員に対する賞与の支

出に充てるため、支給見

込額に基づき計上してお

ります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ ポイント引当金 

 一部の連結子会社は、

顧客に付与されたポイン

トの使用による費用発生

に備えるため当中間連結

会計期間において将来使

用されると見込まれる額

を計上しております。 

③ ポイント引当金 

同左 

③ ポイント引当金 

 一部の連結子会社は、

顧客に付与されたポイン

トの使用による費用発生

に備えるため当連結会計

年度において将来使用さ

れると見込まれる額を計

上しております。 

  ④ 退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、

退職給付債務の算定に当

たり、簡便法を採用して

おります。 

④ 退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、

従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計

期間末における退職給付

債務（簡便法による中間

期末自己都合要支給額）

を計上しております。 

④ 退職給付引当金 

 一部の連結子会社は、

従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度

末における退職給付債務

（簡便法による期末自己

都合要支給額）を計上し

ております。 

  (ニ) 重要なリース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借

主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

(ニ) 重要なリース取引の

処理方法 

同左 

(ニ) 重要なリース取引の

処理方法 

同左 

  (ホ) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

(ホ) その他中間連結財務

諸表作成のための基本

となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

(ホ) その他連結財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

② 連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用し

ております。 

② 連結納税制度の適用 

同左 

② 連結納税制度の適用 

同左 

５．中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

(連結キャッシュ・

フロー計算書)にお

ける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手許

現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期的な投資か

らなっております。 

同左  連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、要求払預金及び容易に

換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期的な投資から

なっております。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間連結会計期間から、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これによる損益に与える影響はあり

ません。なお、従来の「資本の部」の

合計に相当する金額は、4,474,224千

円であります。 

 中間連結財務諸表規則の改正に伴

い、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間連結財務諸表規則に

より作成しております。 

  

 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。   

  これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は、4,338,508千円でありま

す。 

  なお、当連結会計年度における連結

貸借対照表の純資産の部については、

連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

（企業結合に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「企業結合

に係る会計基準」（平成15年10月31

日）及び「企業結合会計基準及び事業

分離等会計基準に関する適用指針（企

業会計基準適用指針第10号 平成17年

12月27日）を適用しております。 

  

 ───── （企業結合に係る会計基準） 

  当連結会計年度より、「企業結合に

係る会計基準」（平成15年10月31日）

及び「企業結合会計基準及び事業分離

等会計基準に関する適用指針（企業会

計基準適用指針第10号 平成17年12月

27日）を適用しております。 

 ─────  ───── （役員賞与に関する会計基準） 

  当連結会計年度より、「役員賞与に

関する会計基準」（企業会計基準委員

会 平成17年11月29日 企業会計基準

第４号）を適用しております。   

  この結果、従来の方法に比べて、販

売費及び一般管理費、営業損失、経常

損失、税金等調整前当期純損失がそれ

ぞれ3,620千円増加しております。   

  なお、この変更がセグメント情報に

与える影響は軽微であります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

 ─────  ───── （繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い）  

  当連結会計年度より、「繰延資産

の会計処理に関する当面の取扱い」

（企業会計基準委員会 平成18年８

月11日実務対応報告第19号）を適用

しております。   

  これによる損益に与える影響はあ

りません。   

  なお、前連結会計年度において営

業外費用の内訳として表示していた

「新株発行費」は、当連結会計年度

より「株式交付費」として表示する

方法に変更しております。 



表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

流動資産の「たな卸資産」につきましては資産総額の100

分の１以下、「預け金」につきましては、資産総額の100

分の５未満となり重要性が低下したため、当中間連結会

計期間より「その他」に含めて表示しております。 な

お、当中間連結会計期間の「たな卸資産」の金額は4,309

千円、「預け金」の金額は26,132千円であります。 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

有形固定資産の「建物及び構築物」「その他」につきま

しては、資産総額の100分の５未満となり重要性が低下し

たため、当中間連結会計期間より「有形固定資産」に一

括表示しております。なお、当中間連結会計期間の「建

物及び構築物」の金額は165,645千円、「その他」の金額

は39,660千円であります。 

 前中間連結会計期間において区分掲記しておりました

投資その他の資産の「敷金及び保証金」につきまして

は、資産総額の100分の５未満となり重要性が低下したた

め、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示し

ております。なお、当中間連結会計期間の「敷金及び保

証金」の金額は25,339千円であります。 

 「営業権」および「連結調整勘定」は、当中間連結会

計期間から「のれん」として表示しております。 

（中間連結貸借対照表） 

１．前中間連結会計期間において流動資産の「引当金」

に含めて表示していた「ポイント引当金」（前中間連

結会計期間末の残高は44,613千円）は、負債及び純資

産の合計額の100分の１を超えたため、当中間連結会

計期間から区分掲記しております。 

また、これに伴い、当中間連結会計期間からポイン

ト引当金以外の引当金は、「その他の引当金」として

表示しております。 

  ２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました

「未払費用」（当中間連結会計期間末の残高は338千

円）は、当中間連結会計期間末において重要性が低下

したため、流動負債の「その他」に含めて表示してお

ります。 

（中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間および前連結会計年度において営

業外費用の内訳として表示していた「新株発行費」は、

当中間連結会計期間より「株式交付費」として表示して

おります。 

 ───── 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 営業活動によるキャッシュ・フローの「営業権償却」

および「連結調整勘定償却額」は、当中間連結会計期間

より「のれん償却額」として表示しております。 

 前中間連結会計期間において、「子会社株式の取得に

よる収入」として掲記されていたものは、当中間連結会

計期間より「連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得に

よる収入」と表示しております。 

 ───── 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、116,766千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、102,490千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額は、85,931千円であります。 

※２         ───── ※２ 担保資産 

      担保に供している資産は、次

のとおりであります。 

      定期預金        50,090千円 

      銀行取引保証のため、担保

に供しております。 

※２         ───── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

  

給与手当 89,580千円

支払手数料 120,536千円

業務委託費 110,627千円

ポイント引当金

繰入 
3,158千円

賞与引当金繰入 1,194千円

退職給付費用 728千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は、次のと

おりであります。 

広告宣伝費 143,046千円

ポイント引当金

繰入 
13,690千円

のれん償却額 72,918千円

役員報酬 89,302千円

給与手当 129,574千円

賞与引当金繰入 7,519千円

※１ 販売費及び一般管理費のうち主

要な費目及び金額は、次のとおり

であります。 

広告宣伝費 231,578千円

ポイント引当金

繰入 
12,399千円

役員報酬 114,644千円

給与手当 241,958千円

賞与引当金繰入 4,131千円

退職給付費用 850千円

支払手数料 268,236千円

業務委託費 192,530千円

 ※２        ─────  ※２ 固定資産売却損の内訳 

有形固定資産 21千円 

 ※２ 固定資産売却損の内訳 

  

有形固定資産 71千円 

無形固定資産 443千円 

 合計 515千円 

 ※３        ─────  ※３ 固定資産除却損の内訳 

有形固定資産 168千円 

 ※３ 固定資産除却損の内訳 

有形固定資産 24,282千円 

無形固定資産 10,037千円 

 合計 34,319千円 

※４ 減損損失 

 当中間連結会計期間におい

て、当企業グループは以下の資

産グループについて減損損失を

計上しております。 

 ※４       ─────  ※４ 減損損失 

  当連結会計年度において、当企

業グループは以下の資産グループ

について減損損失を計上しており

ます。 

場所 用途 種類 減損損失 

東都ア
イ・エ
ヌ・テ 
ィー㈱ 

のれん 
連結調 
整勘定 

10,023 
千円 

 
場所 用途 種類 減損損失

東都ア
イ・エ
ヌ・テ 
ィー㈱ 

のれん 
連結調 
整勘定 

10,023 
千円 

 当企業グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位

である各連結子会社を資産のグ

ルーピングの基本単位としてお

ります。 

 のれんについて、取得時に検

討した事業計画において、当初

想定した収益が見込めなくなっ

た連結調整勘定を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上して

おります。 

 なお、当該のれんの回収可能

額は、当該のれんに係る資産グ

ループの修正後事業計画に基づ

き測定しております。 

   当企業グループは、キャッシュ・

フローを生み出す最小単位である

各連結子会社を資産のグルーピン

グの基本単位としております。 

  のれんについて、取得時に検討

した事業計画において、当初想定

した収益が見込めなくなった連結

調整勘定を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として

特別損失に計上しております。 

  なお、当該のれんの回収可能額

は、当該のれんに係る資産グルー

プの修正後事業計画に基づき測定

しております。 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

新株予約権の行使による増加  1,000千株 

株式交換による増加       16,431千株 

２．自己株式に関する事項 

３．新株予約権等に関する事項 

 （注） 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(千株) 31,078 17,431 ─ 48,509 

合計 31,078 17,431 ─ 48,509 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 1,630 ─ ─ 1,630 

合計 1,630 ─ ─ 1,630 

区分 内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

目的となる株式の数（千株） 
当中間連結
会計期間末
残高(千円)前連結 

会計年度末
増加 減少 

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 第６回新株予約権 普通株式 3,000 ─ ─ 3,000 39,660 

合計 3,000 ─ ─ 3,000 39,660 

 
前連結会計年度末 
株式数（株） 

当中間連結会計期間 
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末
株式数（株） 

発行済株式         

    普通株式 48,509,400 － － 48,509,400 

合計 48,509,400 － － 48,509,400 

自己株式         

    普通株式 1,630 － － 1,630 

合計 1,630 － － 1,630 



２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 （注） 第６回新株予約権の減少は、新株予約権の失効によるものであります。 

３．配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の発行済株式数の増加17,431,400株は、新株予約権の行使による新株の発行による増加1,000,000株、株

式交換による新株の発行による増加16,431,400株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注)  上表の新株予約権は、すべて権利行使可能なものであります。 

  

３．配当に関する事項 

  該当事項はありません。 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の 
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結 
会計期間末 
残高(千円) 前連結会計 

年度末 
当中間連結 
会計期間増加

当中間連結 
会計期間減少

当中間連結 
会計期間末 

提出会社 

（親会社） 
第６回新株予約権 普通株式 3,000,000 － 3,000,000 － － 

合計 3,000,000 － 3,000,000 － － 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注） 31,078,000 17,431,400 －  48,509,400 

合計 31,078,000 17,431,400 －  48,509,400 

自己株式         

普通株式 1,630 －  －  1,630 

合計 1,630 －  －  1,630 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる 
株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高 
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 
第６回新株予約権 普通株式 3,000,000 －  －  3,000,000 39,660 

合計 － 3,000,000 －   －  3,000,000 39,660 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との

関係 

（平成18年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,255,467千円 

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金等 
△57,321千円 

現金及び現金同等物 1,198,145千円 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲載されている科目の金額との

関係 

（平成19年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 1,186,086千円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金等 
△54,290千円

現金及び現金同等物 1,131,795千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲載され

ている科目の金額との関係 

（平成19年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,155,827千円

満期日までの期間が

３ヶ月を超える定期

預金等 

△53,350千円

現金及び現金同等物 1,102,477千円

※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳 

 株式の取得により新たにチャ

ンスラボ㈱及び㈱チャンスイッ

トを連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並び

に株式の取得価額と取得による

収入(純額)との関係は次のとお

りであります。 

※２        ─────  ※２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の資産及び

負債の主な内訳 

  株式の取得により新たにチャ

ンスラボ㈱及び㈱チャンスイッ

トを連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並び

に株式の取得価額と取得による

収入(純額)との関係は次のとお

りであります。  

流動資産 854,720千円 

固定資産 383,050千円 

のれん 1,923,171千円 

流動負債 △390,383千円 

固定負債 △137,999千円 

株式交換による資

本剰余金の増加 
△2,632,560千円 

チャンスラボ㈱ 

株式の取得価額 
─千円 

チャンスラボ㈱現

金及び現金同等物 
△427,834千円 

株式交付費 △232千円 

チャンスラボ㈱ 

株式の取得による

収入 

427,602千円 

  流動資産 854,720千円

固定資産 383,050千円

のれん 1,923,171千円

流動負債 △390,383千円

固定負債 △137,999千円

株式交換による資

本剰余金の増加 
△2,632,560千円

チャンスラボ㈱ 

株式の取得価額 
─千円

チャンスラボ㈱現

金及び現金同等物 
△427,834千円

株式交付費 △232千円

チャンスラボ㈱ 

株式の取得による

収入 

427,602千円

 株式交換により発行した株式は、

普通株式12,536,000株であります。 

    株式交換により発行した株式は、

普通株式12,536,000株であります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  また、株式の取得により新た

に㈱アドクロスを連結したこと

に伴う連結開始時の資産及び負

債の内訳並びに株式の取得価額

と取得による収入(純額)との関

係は次のとおりであります。 

  

 株式交換により発行した株式

は、普通株式3,895,400株であり

ます。 

流動資産 286,345千円 

固定資産 24,107千円 

のれん 608,029千円 

流動負債 △100,448千円 

株式交換による資

本剰余金の増加 
△818,034千円 

㈱アドクロス 

株式の取得価額 
─千円 

㈱アドクロス現金

及び現金同等物 
△153,344千円 

株式交付費 △200千円 

㈱アドクロス株式 

の取得による収入 
153,144千円 

    また、株式の取得により新たに

㈱アドクロスを連結したことに伴

う連結開始時の資産及び負債の内

訳並びに株式の取得価額と取得に

よる収入(純額)との関係は次のと

おりであります。 

  

 株式交換により発行した株式

は、普通株式3,895,400株であり

ます。 

流動資産 286,345千円

固定資産 24,107千円

のれん 608,029千円

流動負債 △100,448千円

株式交換による資

本剰余金の増加 
△818,034千円

㈱アドクロス 

株式の取得価額 
─千円

㈱アドクロス現金

及び現金同等物 
△153,344千円

株式交付費 △200千円

㈱アドクロス株式 

の取得による収入 
153,144千円

※３        ───── ※３        ─────  ※３ 株式の売却により連結子会社

でなくなった会社の資産及び負債

の主な内訳 

 株式の売却により㈲パワープレ

ストが連結子会社でなくなったこ

とに伴う連結除外時の資産及び負

債の内訳並びに当該株式の売却価

額と売却による収入(純額)との関

係は、次のとおりであります。 

流動資産 18,027千円

固定資産 60,929千円

のれん 2,102千円

流動負債 △74,170千円

連結除外に伴う利益

剰余金の減少高 
4,349千円

株式売却益 128,761千円

株式の売却額 140,000千円

現金及び現金同等物 △15,507千円

差引：売却による収

入 
124,492千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

 
減価償却累 
計額相当額 

 

中間期末 
残高相当

額 
  （千円）   （千円）   （千円） 

車両 
運搬具 

7,461   2,276   5,185 

工具器具 
及び備品 

1,680   672   1,008 

ソフト 
ウェア 

2,950   1,180   1,770 

合計 12,091   4,128   7,963 

  内容の重要性が乏しく、契約１件

当たりの金額が少額なリース取引の

ため、中間連結財務諸表規則第15条

及び財務諸表等規則第８条の６第６

項の規定により、記載を省略してお

ります。 

１．         ───── 

２．未経過リース料当中間期末残高

相当額 

  ２．         ───── 

１年内 2,441千円

１年超 5,667千円

合計 8,108千円

   

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  ３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 1,286千円

減価償却費 

相当額 
1,160千円

支払利息相当額 174千円

  支払リース料 2,573千円

減価償却費 

相当額 
2,120千円

支払利息相当額 325千円

４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

（減価償却費相当額の算定方法） 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

  ４．減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

（減価償却費相当額の算定方法） 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

（利息相当額の算定方法） 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  （利息相当額の算定方法） 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末 (平成18年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間連結会計期間末 (平成19年９月30日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注）  当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式について125,500千円減損処理を行っておりま

す。 

なお、当該株式の減損にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べ50%以上下落した場合

には全て減損処理を行い、30～50%程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認

められた額について減損処理を行っております。 

  

前連結会計年度末 (平成19年３月31日) 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種  類 取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

株  式 200,491 250,371 49,879 

合  計 200,491 250,371 49,879 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

  非上場株式 
100,492 

  取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

株  式 74,563 74,690 127 

合  計 74,563 74,690 127 

  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

  非上場株式 
100,492 

  種類 取得原価（千円） 
連結貸借対照表 
計上額（千円） 

差額（千円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 
株式 200,060 257,822 57,762 

合計 200,060 257,822 57,762 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券 

非上場株式 
100,492 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成19年４月１

日 至 平成19年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 当企業グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 



（ストック・オプション等関係） 

前中間連結会計期間（自  平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

       当中間連結会計期間において、ストック・オプションを付与していないため、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間（自  平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 当中間連結会計期間において、ストック・オプションの付与はありません。 

  なお、当中間連結会計期間において新株予約権の失効があったため、特別利益として新株予約権戻入益39,660千

円を計上しております。 

  



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

  

  

  

   平成14年ストック・オプション  平成16年ストック・オプション  

付与対象者の区分 

及び人数 

 平成15年４月30日開催の取締役会に 

おいて当社取締役及び従業員４名 

当社子会社取締役及び従業員12名  

平成16年７月30日開催の取締役会に 

おいて当社取締役及び従業員５名 

株式の種類別の 

ストック・オプショ

ンの数 

普通株式 

 691,000株 

普通株式 

 1,600,000株 

付与日  平成15年６月２日  平成16年９月１日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
平成15年６月２日から 

平成24年11月30日まで 

平成16年９月１日から 

平成26年６月30日まで 

権利行使価格（円） 42 122 

付与日における公正

な評価単価（円） 
－ － 

   平成17年ストック・オプション  

付与対象者の区分 

及び人数 

平成18年１月30日開催の取締役会に 

おいて当社役職員２名および当社取引先 

 （社外協力者）２名 

株式の種類別の 

ストック・オプショ

ンの数 

普通株式 

 2,000,000株 

付与日  平成18年４月１日 

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
平成18年４月１日から 

平成27年７月31日まで 

権利行使価格（円） 245 

付与日における公正

な評価単価（円） 
－ 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム開発事業………オープン系アプリケーションシステム開発、ファームウェア開発、ネットワーク

の構築／保守運用事業 

(2) ネット広告事業…………懸賞サイト「Chance It!」、アフィリエイト広告サイト「Get Money!」、広告代

理店業 

(3) 人材派遣事業……………広告プロモーション、製造業関連職種、競馬場関連会社への人材派遣事業等 

(4) ホテル事業………………白浜スカイリゾートホテルの運営 

(5) その他事業………………宅地建物取引業、不動産賃貸業及び内装工事の請負等、広告代理事業、飲食店の

運営、人工雪「SNOVA」の供給等、SOHO事業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は67,330千円であり、その主なもの

は、当社本社の経営管理部門にかかる費用であります。 

（事業区分の方法の変更） 

 従来、事業区分としておりました「不動産関連事業」及び「広告関連その他事業」は、金額的重要性が低下した

ため「その他事業」に含めて表示しております。この変更により、当中間連結会計期間の「その他事業」は売上高

が25,448千円、営業費用が32,265千円、営業損失が6,817千円それぞれ増加しております。 

  
システム 
開発事業 
(千円) 

ネット広告 
事業 
(千円) 

人材派遣 
事業 
(千円) 

ホテル 
事業 
(千円) 

その他 
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

売上高             

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
187,630 256,336 241,134 440,836 53,458 1,179,396 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
─ 34,305 1,639 ─ 18,000 53,945 

計 187,630 290,641 242,774 440,836 71,458 1,233,341 

営業費用 186,051 259,550 235,839 439,715 119,336 1,240,493 

営業利益又は 

営業損失(△) 
1,578 31,091 6,934 1,120 △47,877 △7,151 

  
消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
─ 1,179,396 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
(53,945) ─ 

計 (53,945) 1,179,396 

営業費用 11,585 1,252,078 

営業利益又は 

営業損失(△) 
(65,530) △72,682 



当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な製品及びサービス 

(1) システム開発事業………オープン系アプリケーションシステム開発、ファームウェア開発、ネットワーク

の構築／保守運用事業 

(2) ネット広告事業…………懸賞サイト「Chance It!」、アフィリエイト広告サイト「Get Money!」、広告代

理店業 

(3) 人材派遣事業……………広告プロモーション、製造業関連職種・競馬場関連会社への人材派遣事業等 

(4) その他事業………………施設運営事業、SOHO事業、広告代理事業、人工雪「SNOVA」の供給等 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は46,621千円であり、その主なもの

は、当社本社の経営管理部門にかかる費用であります。 

４．前連結会計年度まで独立セグメントとしていた「ホテル事業」は、平成19年３月に撤退したことにより、当

連結会計年度において売上計上はありません。 

  
システム 
開発事業 
(千円) 

ネット広告 
事業 
(千円) 

人材派遣 
事業 
(千円) 

その他 
事業 
(千円) 

計 
(千円) 

売上高           

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
369,356 647,940 244,628 116,762 1,378,687 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
－ 115,337 1,112 1,855 118,305 

計 369,356 763,277 245,740 118,617 1,496,992 

営業費用 402,311 740,745 249,758 144,413 1,537,229 

営業利益又は 

営業損失(△) 
△32,955 22,532 △4,018 △25,795 △40,236 

  
消去又は 
全社 
(千円) 

連結 
(千円) 

売上高     

(1) 外部顧客に 

対する売上高 
－ 1,378,687 

(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
(118,305) － 

計 (118,305) 1,378,687 

営業費用 (76,033) 1,461,195 

営業利益又は 

営業損失(△) 
(42,271) △82,508 



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 （注）１．事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．平成18年８月１日付で、チャンスラボ㈱、㈱アドクロス及び㈱チャンスイットが新たに連結子会社となった

ことに伴い、当連結会計年度より新たに「システム開発事業」及び「ネット広告事業」の事業区分を設けて

おります。 

３．各区分の主な製品 

(1) システム開発事業………オープン系アプリケーションシステム開発、ファームウェア開発、ネットワーク

の構築／保守運用事業 

(2) ネット広告事業…………懸賞サイト「Chance It!」、アフィリエイト広告サイト「Get Money!」、広告代

理店業 

(3) 人材派遣事業……………広告プロモーション、製造業関連職種、競馬場関連会社への人材派遣事業等 

(4) ホテル事業………………白浜スカイリゾートホテルの運営 

(5) その他事業………………宅地建物取引業、不動産賃貸業及び内装工事の請負等、広告代理事業、飲食店の

運営、人工雪「SNOVA」の供給等、SOHO事業 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用113,642千円の主なものは、当社本社の経

営管理部門に係る費用であります。 

  

（事業区分の方法の変更） 

従来、事業区分としておりました「不動産関連事業」及び「広告関連その他事業」は、金額的重要性が低下した

ため「その他事業」に含めて表示しております。この変更により、当連結会計年度の「その他事業」は売上高が

46,416千円、営業費用が54,863千円、営業損失が8,446千円それぞれ増加しております。 

  

  
システム 
開発事業 
（千円） 

ネット広告 
事業 

（千円） 

人材派遣 
事業 

 （千円） 

ホテル 
事業  

（千円） 

その他 
事業 

（千円） 

計 
（千円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 703,573 1,026,668 500,185 809,327 140,731 3,180,486 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ 142,138 2,362 － 35,400 179,900 

計 703,573 1,168,806 502,548 809,327 176,131 3,360,387 

営業費用 695,692 1,054,832 494,451 837,607 273,302 3,355,885 

営業利益又は営業損失（△） 7,881 113,974 8,097 △28,280 △97,170 4,502 

  
消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

売上高     

(1）外部顧客に対する売上高 － 3,180,486 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
(179,900) － 

計 (179,900) 3,180,486 

営業費用 (65,658) 3,290,227 

営業利益又は営業損失（△） (114,242) △109,740 



【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）にお

いて、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 



【海外売上高】 

 前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）、当中間連結会計期間（自 平成19年

４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）にお

いては、海外売上高がないため該当事項はありません。 

（企業結合等関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．企業結合の概要 

２．中間連結財務諸表に含まれている被取得企業の実績の期間 

 企業結合日である平成18年８月１日から当中間連結会計期間末までの２ヶ月間が含まれております。 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

 取得の対価 

 取得原価の内訳 

４．株式の交換比率等 

５．発生したのれんの金額等 

(1）のれんの金額    2,531,201千円 

(2）発生原因 

 チャンスラボ㈱及びその子会社である㈱チャンスイット並びに㈱アドクロスの今後の事業展開によって期

待される将来の超過収益力から発生したものであります。 

(3）償却方法及び償却期間 

 のれんは定額法により20年間で償却しております。 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

７．当該企業結合が当中間連結会計期間開始日に完了したと仮定したときの当中間連結会計期間の売上高等の概

算額 

被取得企業の名称 チャンスラボ㈱ ㈱チャンスイット ㈱アドクロス 

被取得企業の事業の内容 システム開発事業 ネット広告事業 ネット広告事業 

企業結合を行った主な理由 収益基盤の早期確立の為 

企業結合日 平成18年８月１日 平成18年８月１日 平成18年８月１日 

企業結合の法的形式 簡易株式交換 簡易株式交換 簡易株式交換 

結合後企業の名称 チャンスラボ㈱ ㈱チャンスイット ㈱アドクロス 

取得した議決権比率 100％ ─ 100％ 

㈱アドバックスの株式 3,450,594千円 

取得原価 3,450,594千円 

  ㈱アドバックス チャンスラボ㈱ ㈱アドクロス 

株式の交換比率 １ 500 19,477 

算定方法 当該株式交換契約の締結が公表された日の直前数日間の平均株価を基礎とする 

交付株式数 ─ 普通株式 12,536,000株 普通株式 3,895,400株 

流動資産 1,141,065千円 

固定資産 407,158千円 

資産計 1,548,224千円 

流動負債 490,831千円 

固定負債 137,999千円 

負債計 628,831千円 

売上高 2,161,492千円 

営業利益 28,575千円 

経常利益 35,209千円 



 （注）概算額の算定方法及び重要な前提条件 

 企業結合が中間会計期間開始日に完了し、当中間連結会計期間開始日からチャンスラボ㈱、㈱チャンスイ

ット及び㈱アドクロスの議決権の所有割合は100％であると仮定して、売上高及び損益情報を計算しており

ます。 

 また、被取得企業の当中間連結会計期間開始日から当中間連結会計期間末までの税金費用については、当

中間連結会計期間開始日から連結納税制度を適用しているものと仮定して算出しております。 

 なお、当該注記については監査を受けておりません。 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  該当事項はありません。 

  

中間純損失 43,869千円 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

   １．企業結合の概要 

  ２．当連結財務諸表に含まれている被取得企業の実績の期間 

    企業結合日である平成18年８月１日から当連結会計年度末までの８ヶ月間が含まれております。 

  ３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

    取得の対価 

    取得原価の内訳 

  ４．株式の交換比率等 

  ５．発生したのれんの金額等 

    （1）のれんの金額    2,531,201千円 

    （2）発生原因 

     チャンスラボ㈱及びその子会社である㈱チャンスイット並びに㈱アドクロスの今後の事業展開によって期待され

る将来の超過収益力から発生したものであります。 

（3）償却方法及び償却期間 

のれんは定額法により20年間で償却しております。 

 ６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 ７．当該企業結合が当連結会計年度開始日に完了したと仮定したときの当連結会計年度の売上高等の概算額 

 （注）概算額の算定方法及び重要な前提条件 

  企業結合が当連結会計年度開始日に完了し、当連結会計年度開始日からチャンスラボ㈱、㈱チャンスイット及び㈱

アドクロスの議決権の所有割合は100％であると仮定して、売上高及び損益情報を計算しております。 

  また、被取得企業の当連結会計年度開始日から当連結会計年度末までの税金費用については、当連結会計年度開始

日から連結納税制度を適用しているものと仮定して算出しております。 

  なお、当該注記については監査を受けておりません。 

 被取得企業の名称   チャンスラボ㈱ ㈱チャンスイット ㈱アドクロス 

 被取得企業の事業の内容   システム開発事業 ネット広告事業 ネット広告事業 

 企業結合を行った主な理由  収益基盤の早期確立の為 

 企業結合日  平成18年８月１日 平成18年８月１日 平成18年８月１日 

 企業結合の法的形式  簡易株式交換 簡易株式交換 簡易株式交換 

 結合後企業の名称   チャンスラボ㈱ ㈱チャンスイット ㈱アドクロス 

 取得した議決権比率   100% ─ 100% 

㈱アドバックスの株式 3,450,594千円

取得原価 3,450,594千円

  ㈱アドバックス チャンスラボ㈱ ㈱アドクロス 

株式の交換比率   １ 500 19,477 

算定方法  当該株式交換契約の締結が公表された日の直前数日間の平均株価を基礎とする 

交付株式数 ─ 普通株式 12,536,000株 普通株式 3,895,400株 

流動資産 1,141,065千円

固定資産 407,158千円

資産計 1,548,224千円

流動負債 490,831千円

固定負債 137,999千円

負債計 628,831千円

売上高 4,162,582千円

営業損失 8,482千円

経常損失 1,465千円

当期純損失 188,355千円



（１株当たり情報） 

  

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）２．１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 

92円24銭 

１株当たり純資産額 

84円76銭 

１株当たり純資産額 

89円44銭 

１株当たり中間純損失金額 

2円28銭 

１株当たり中間純損失金額 

3円97銭 

１株当たり当期純損失金額 

5円35銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載しておりま

せん。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、当期純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

 
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） 4,513,884 4,111,683 4,378,168 

純資産の部の合計額から控除する金額

（千円）  
39,660 ─ 39,660 

（うち新株予約権） （39,660） （―） （39,660）

普通株主に係る中間期末（期末）の純資

産額(千円) 
4,474,224 4,111,683 4,338,508 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数（千株) 
48,507 48,507 48,507 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 85,406 192,642 229,892 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ ─ 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
85,406 192,642 229,892 

期中平均株式数（千株） 37,405 48,507 42,941 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

7,291個 

新株予約権 

4,291個 

新株予約権 

7,291個 

     

  

  

  

  

 なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

  

  

  

  

  



（重要な後発事象） 

    前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  

１．当社子会社チャンスラボ㈱に対する訴訟の提起 

 平成18年10月13日付で、チャンスラボ㈱は、東京地方裁判所より訴状を受領いたしました。これは㈱ビジネ

スバンクコンサルティングを原告、当社の子会社であるチャンスラボ㈱を被告とするものであります。 

(1）訴訟の内容 

原告主張する内容は下記のとおりであります。 

①原告とチャンスラボ㈱との間の営業行為に基づき原告が受領した4,200万円に相当する金員に係る同社か

らの根拠の無い支払請求に対し、原告は支払義務を負わないことを確認する。 

②原告がＤＢテーブルＷｅｂ化パッケージ開発費用として受領した8,232万円に相当する金員に係る同社か

らの根拠の無い支払請求に対し、原告は支払義務を負わないことを確認する。 

③原告が会員・広告管理システム開発費用として受領した１億1,319万円に相当する金員に係る同社からの

根拠の無い支払請求に対し、原告は支払義務を負わないことを確認する。 

④訴訟費用はチャンスラボ㈱の負担とする。 

(2）訴訟を提起した者 

①名称  ㈱ビジネスバンクコンサルティング 

②代表者 代表取締役社長 大島 一成 

③所在地 神奈川県川崎市中原区上丸子八幡町1473番地 

(3）申立人による支払請求はございません。 

（チャンスラボ㈱が申立人に対し、金２億3,751万円の債権の存在しないこと） 

２．当社孫会社㈱チャンスイットに対する訴訟の提起 

 平成18年10月17日付で、㈱チャンスイットは、東京地方裁判所より訴状を受領いたしました。これは㈱ビジ

ネスバンクコンサルティングを原告、当社の孫会社である㈱チャンスイットを被告とするものであります。 

(1）訴訟の内容 

 原告の主張する内容は下記のとおりであります。 

①原告と㈱チャンスイットとの間の営業行為に基づき原告が受領した4,200万円に相当する金員に係る同社

からの根拠の無い支払請求に対し、原告は支払義務を負わないことを確認する。 

②㈱チャンスイットが㈱エーティーティー総研（現 チャンスラボ㈱）に対し支払った２億4,024万円に相当

する金員に係る同社からの根拠の無い支払請求に対し、原告は支払義務を負わないことを確認する。 

③訴訟費用は㈱チャンスイットの負担とする。 

(2）訴訟を提起した者 

①名称 ㈱ビジネスバンクコンサルティング 

②代表者 代表取締役社長 大島 一成 

③所在地 東京都新宿区西新宿１丁目25番１号 

(3）申立人による支払請求はございません。 

（㈱チャンスイットが申立人に対し、金２億8,224万円の債権の存在しないこと） 

(4）チャンスラボ㈱及び㈱チャンスイットの今後の見通し 

 当該債権について、チャンスラボ㈱及び㈱チャンスイットは、当社との株式交換期日の直前日である平成

18年７月期の貸借対照表・損益計算書の修正を行い、平成18年７月31日時点での未処理分全額について、貸

倒引当金を計上し、貸倒引当金繰入額をチャンスラボ㈱が当社の連結子会社となる前の損益計算書の特別損

失に計上する処理を行っております。 

 なお、当該訴訟に関する訴訟費用の金額、税務上の課徴金等の発生の有無と金額につきましては現時点で

は合理的な見積ができないため、それらに対する引当金の計上は行っておりません。また、当該訴訟は原告

がチャンスラボ㈱・㈱チャンスイットに対する債務不存在を確認する訴訟であるため、原告からの支払い請

求はございません。 

 当該訴訟の提起の原因となる取引は、当社がチャンスラボ㈱と株式交換を実施し、その結果、同社の子会

社である㈱チャンスイットが当社の孫会社となった平成18年８月１日以前の取引でありますが、当社は訴状

の内容を精査し、顧問弁護士とも協議の上、速やかに対処すると共に裁判の場において然るべき主張を行っ

てまいります。 



３．資本準備金の減少 

 平成18年11月30日開催の取締役会において、資本準備金の減少の承認を求める議案を、平成18年12月21日開

催の臨時株主総会に付議することを決議し、同総会において承認決議されました。 

(1）減少する基本準備金の額 

 基本準備金の額3,695,993,000円を1,344,823,597円減少して2,351,169,403円とする。 

(2）基本準備金の額の減少が効力を生じる日 

 平成19年１月25日 

 当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  

 株式交換による㈱ITマーケティングインテグレーションズの完全子会社化 

 当社は平成19年12月19日開催の取締役会において、株式交換により㈱ITマーケティングインテグレーション

ズ（本社：東京都港区 代表取締役社長 関本雅一氏、以下「ITMI」といいます。）を当社の完全子会社とす

ることを決議し、同日付で株式交換契約を締結いたしました。 

 (1）株式交換の目的 

 当企業グループは前連結会計年度よりシステム開発事業、ネット広告事業、人材派遣事業、施設運営事

業に経営資源を集中し、新たな成長軌道に向けて企業再建に継続的に取り組んでおります。 

  当該事業領域の中で、システム開発事業における市場規模は旺盛な開発需要の後押しに支えられ、次年

度以降も拡大を続けていくものと予想される一方、新たな価値創造に向けた戦略的な取り組みが重要であ

ると認識しております。 

 ITMIはエンドユーザーおよび大手SI（システムインテグレータ）に対して、情報・通信分野におけるワ

ンストップのSIソリューションをコンサルテーションフェイズから運用フェイズまで提供するビジネスモ

デルを有すると共に、強固な営業力を背景に、数々の実績と上流技術ノウハウを積み重ね幅広いクライア

ントからの支持を得ております。また、これらSIソリューションに加え、自社プロダクトによるソリュー

ションを持った統合的なソリューションプロバイダ展開を企図しております。 

  従いまして、同社と当企業グループにおけるシステム開発事業が持つ経営資源を相互補完的に融合し最

適化を図ることにより、多面的な事業並びに顧客基盤の迅速な確立が実現できると判断し、株式交換によ

りITMIを完全子会社とすることといたしました。  

 (2）株式交換の方法及び内容 

 ①株式の割当比率 

  ITMIの株式１株に対して当社の普通株式1,100株を割当交付いたします。  

 ②株式交換により発行する新株式数 

   ITMIの株主に対し、当社の普通株式2,200,000株を新たに発行いたします。 

  その結果、当社の発行済株式総数は50,709,400株となる予定です。 

 ③株式交換比率の算定根拠等 

  上記比率算定に当たっては、公正性・妥当性を確保するために、第三者算定機関に専門家としての意見

を求めることとし、当該第三者機関に荻野公認会計士事務所を選定いたしました。荻野公認会計士事務所

は、当社については市場株価方式を採用いたしました。当該方式による市場株価の計算対象期間として

は、平成19年12月13日を基準日とし、基準日までの直近１ヶ月間を採用し、当該期間の平均株価（終値単

純平均）を用いて株式価値の評価を行っております。 

   ITMIについては、純資産価額方式、類似業種比準方式、類似会社比準方式及びディスカウンテッド・キ

ャッシュ・フロー方式の併用により、株式交換比率算定の基礎となる指標値を分析し、１株あたりの株式

価値を算定いたしました。 

   上記の算定結果を参考に当社とITMIとの間で交渉・協議を重ねた結果、本株式交換における株式交換比

率について合意いたしました。 

  なお、上記の株式交換比率は算定の諸条件に重大な変更を生じた場合に、両社間の協議により変更する

ことがあります。 



 (3)株式交換の時期 

  株式交換の日程等 

株式交換決議取締役会         平成19年12月19日（水） 

株式交換契約締結             平成19年12月19日（水） 

株式交換予定日（効力発生日） 平成20年２月１日（金） 

株券交付日                   平成20年２月１日（金） 

 （注）本株式交換は、会社法第796条第３項の規定に基づき、簡易株式交換の手続きにより株主総会の承認

を得ないで実施いたします。 

  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  

１．株式会社プラス・ワントータルプランニングによる訴訟の提起 

当社は、平成19年５月28日に東京地方裁判所より訴状を受領いたしました。これは株式会社プラス・ワントー

タルプランニングを原告、当社と他２社の３社を被告とするものであります。 

  

(1) 訴訟の原因及び提起に至った理由 

            当社は、平成17年７月よりホテル事業として「白浜スカイリゾートホテル（千葉県南房総市白浜町・全８階

建）」の経営主体となり、運営を開始しておりましたが平成19年３月には当該事業から撤退をしております。

  本件は、当該訴訟の原告であり、当該ホテル運営の業務委託先であった株式会社プラス・ワントータルプラ

ンニングが、業務委託契約解除が不当であるとして損害賠償を請求したものであります。 

  

        (2) 訴訟を提起した者 

① 名称  株式会社プラス・ワントータルプランニング 

          ② 代表者 代表取締役 森永 文昭 

③ 所在地 神奈川県川崎市中原区上丸子八幡町1473番地 

  

     (3) 申立人による支払請求額の総額 

            金２億2,437万9,211円 

  

        (4) 会社の意見 

現在訴状の内容を精査しており顧問弁護士とも協議の上、裁判の場において然るべき主張を行う予定です。

  

     (5) 裁判または交渉の進捗状況 

第１回口頭弁論期日は平成19年６月28日となっております。 

  

２．当企業グループの再編（株式異動による孫会社の子会社化・子会社合併） 

          当社は、平成19年６月４日開催の取締役会において、平成19年10月１日（予定）を期して、下記のとおり企業

再編を実施することを決議いたしました。 

  

     (1) 企業再編の目的 

      当企業グループは平成18年８月１日付で抜本的な企業再建を目的として、株式交換方式によりチャンスラボ

㈱、㈱アドクロス並びにチャンスラボ㈱の子会社である㈱チャンスイットの３社を完全子会社化いたしまし

た。また、これらとは別に、合計３社の子会社を譲渡または清算するなど事業領域の選択と集中を推進してお

ります。 



 この度、ガバナンスの強化と事業規模の一層の拡大を図るため、更なる企業再編（株式異動による孫会社の

子会社化並びに子会社合併）を実施することといたしました。 

  現在、㈱チャンスイットは当社の孫会社でありますが、同社の親会社にあたるチャンスラボ㈱から当社が全

ての株式を取得し、当社の子会社といたします。同時に、当社の子会社である㈱アドクロスと㈱チャンスイッ

トを合併いたします。 

 両社共にネット広告を専業としており、本再編により当該事業の一層の強化と業務の効率化が可能になると

判断し、今回の決定にいたりました。 

 (2) 企業再編の要旨 

① 株式異動による孫会社の子会社化 

              平成19年10月１日（予定）に当社はチャンスラボ㈱から㈱チャンスイットの全株式を譲り受けます。本件

により当社が譲り受ける株式の対価は未定であります。 

② 合併の要旨 

a. 合併の日程（予定） 

        合併契約書承認取締役会 平成19年７月６日 

        合併契約書調印         平成19年８月８日 

        合併契約書承認株主総会 平成19年８月24日 

        合併期日               平成19年10月１日 

        合併登記               平成19年10月１日 

       b. 合併方式 

                ㈱チャンスイットを存続会社とする吸収合併で、㈱アドクロスは解散いたします。 

             c. 合併比率 

                現在のところ未定であります。 

  

３．子会社の設立 

     当社は、平成19年６月７日開催の取締役会において、下記のとおり子会社を設立することを決議し、平成19年

６月11日に設立いたしました。 

  

     (1) 子会社設立の理由 

      当企業グループはシステム開発を主要な事業領域として展開しております。その主な内容は「オープン系ア

プリケーションシステム開発（Windows 等のコンピュータで動くソフトウェア開発）」、「ファームウェア開

発（ハードウェアの制御を行うために機器に組み込まれたソフトウェアの開発）」、「ネットワークの構築/

保守運用事業」等であります。 

 この度、新会社として設立する㈱ビゼムはITマネジメント全般にわたる課題解決を総合的に支援するシステ

ムコンサルティング業務を主力事業領域とする予定にしております。また、同社における管理機能は当社に集

約することを予定しており、重複コストの発生を抑制すると共に事業拡大に注力を図ることが可能な効率的な

経営環境を確立してまいります。 

 同社を設立することにより、業務改善提案から開発の受託に至るまでの一貫したサービスを推進すること、

専門化・高度化する顧客のIT関連ニーズに対して総合的かつ機動的に応え得る体制の構築が可能となるとの判

断に至り、今回の子会社設立を行うことといたしました。 

  

    (2) 当該子会社の概要 

     ① 商号             株式会社ビゼム 

         ② 代表者           代表取締役社長 小澤 雅治 

         ③ 本店所在地       東京都中央区銀座７－13－10 

         ④ 設立年月日     平成19年６月11日 

         ⑤ 主な事業内容     情報技術に関するコンサルティング業務 

         ⑥ 決算期           ３月31日 

         ⑦ 資本金           10百万円 

         ⑧ 発行する株式総数 200株 

         ⑨ 大株主構成および所有割合 株式会社アドバックス 100％ 



(2）【その他】 

訴訟 

 当社は平成19年5月28日付で東京地方裁判所より訴状を受領いたしました。これは㈱プラス・ワントータルプラ

ンニングを原告、当社と他２社の３社を被告とするものであります。  

①訴訟の原因及び提起に至った理由 

  当社は、平成17年７月よりホテル事業として「白浜スカイリゾートホテル（現：ライズリゾート白浜）

（千葉県南房総市）」の経営主体となり、運営を開始しておりましたが平成19年３月には当該事業から撤退

をしております。本件は、当該訴訟の原告であり、当該ホテル運営の業務委託先であった㈱プラス・ワント

ータルプランニングが、業務委託契約解除が不当であるとして損害賠償を請求したものであります。    

②訴訟を提起した者 

    名 称 ㈱プラス・ワントータルプランニング 

    代表者 代表取締役 森永 文昭 

    所在地 神奈川県川崎市中原区上丸子八幡町1473番地    

③申立人による支払請求額の総額 

金２億2,437万9,211円 

④当中間連結会計期間末における状況 

東京地方裁判所において審理中であります。 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    前中間会計期間末 当中間会計期間末
前事業年度の 

要約貸借対照表 

    （平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１ 現金及び預金   554,732   124,576   435,942   

２ 売掛金   21,120   4,973   2,231   

３ たな卸資産   3,860   1,054   177   

４ 未収入金   ─   226,476   251,243   

５ その他 ※２ 93,224   96,489   127,952   

貸倒引当金   ─   △39,000   △7,000   

流動資産合計   672,938 14.8 414,571 9.5 810,548 17.4 

Ⅱ 固定資産               

１ 有形固定資産 ※１ 71,427 1.6 54,629 1.2 54,058 1.2 

２ 無形固定資産   495 0.0 993 0.0 1,050 0.0 

３ 投資その他の資産               

(1) 投資有価証券   250,371   74,690   257,822   

(2) 関係会社株式   3,479,595   3,704,759   3,473,594   

(3) その他   65,323   130,823   65,161   

投資その他の資産
合計 

  3,795,290 83.6 3,910,273 89.3 3,796,578 81.4 

固定資産合計   3,867,213 85.2 3,965,897 90.5 3,851,686 82.6 

資産合計   4,540,152 100.0 4,380,468 100.0 4,662,235 100.0 

        

 



    前中間会計期間末 当中間会計期間末
前事業年度の 

要約貸借対照表 

    （平成18年９月30日） （平成19年９月30日） （平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１ 買掛金   42,648   55,819   54,714   

２ その他   56,612   195,006   229,273   

流動負債合計   99,261 2.2 250,825 5.7 283,987 6.1 

Ⅱ 固定負債               

１ 預り保証金   3,567   ─   1,567   

２ 繰延税金負債   20,471   51   23,503   

固定負債合計   24,039 0.5 51 0.0 25,071 0.5 

負債合計   123,300 2.7 250,877 5.7 309,059 6.6 

        

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１ 資本金   1,996,516 44.0 1,996,516 45.6 1,996,516 42.8 

２ 資本剰余金               

(1) 資本準備金   3,695,993   2,351,169   2,351,169   

資本剰余金合計   3,695,993 81.4 2,351,169 53.7 2,351,169 50.4 

３ 利益剰余金               

(1) その他利益剰余
金 

              

繰越利益剰余金   △1,344,823   △217,837   △68,095   

利益剰余金合計   △1,344,823 △29.6 △217,837 △5.0 △68,095 △1.4 

４ 自己株式   △332 △0.0 △332 △0.0 △332 0.0 

株主資本合計   4,347,352 95.8 4,129,515 94.3 4,279,257 91.8 

Ⅱ 評価・換算差額等               

その他有価証券評価
差額金 

  29,839 0.6 75 0.0 34,258 0.7 

評価・換算差額等
合計 

  29,839 0.6 75 0.0 34,258 0.7 

Ⅲ 新株予約権   39,660 0.9 ─ ─ 39,660 0.9 

純資産合計   4,416,851 97.3 4,129,590 94.3 4,353,176 93.4 

負債純資産合計   4,540,152 100.0 4,380,468 100.0 4,662,235 100.0 

        



②【中間損益計算書】 

    前中間会計期間 当中間会計期間 
前事業年度の 

要約損益計算書 

   
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日) 

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日) 

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   464,811 100.0 59,866 100.0 850,510 100.0 

Ⅱ 売上原価   152,428 32.8 26,741 44.7 274,119 32.2 

売上総利益   312,383 67.2 33,125 55.3 576,391 67.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

  428,834 92.3 97,860 163.4 815,777 95.9 

営業損失   116,451 △25.1 64,735 △108.1 239,386 △28.1 

Ⅳ 営業外収益 ※１ 6,954 1.5 3,308 5.5 10,321 1.2 

Ⅴ 営業外費用 ※２ 3,864 0.8 ─ ─ 5,663 0.7 

経常損失   113,361 △24.4 61,427 △102.6 234,728 △27.6 

Ⅵ 特別利益 ※３ 2,816 0.6 39,660 66.3 142,449 16.8 

Ⅶ 特別損失 ※４ 18,577 4.0 157,500 263.1 140,831 16.6 

税引前中間(当期)純
損失 

  129,122 △27.8 179,267 △299.4 233,110 △27.4 

法人税、住民税及び
事業税 

  △25,780 △5.6 △29,524 △49.3 △61,672 △7.2 

中間(当期)純損失   103,342 △22.2 149,742 △250.1 171,438 △20.2 

        



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金 

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,961,516 210,399 △1,241,480 △332 930,101 

中間会計期間中の変動額     

新株予約権行使による新株の発行 35,000 35,000   70,000 

株式交換による新株の発行   3,450,594   3,450,594 

中間純損失   △103,342   △103,342 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

    

中間会計期間中の変動額合計(千円) 35,000 3,485,594 △103,342 ─ 3,417,251 

平成18年９月30日残高(千円) 1,996,516 3,695,993 △1,344,823 △332 4,347,352 

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) 431 39,660 970,192 

中間会計期間中の変動額   

新株予約権行使による新株の発行     70,000 

株式交換による新株の発行     3,450,594 

中間純損失     △103,342 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

29,407 ─ 29,407 

中間会計期間中の変動額合計(千円) 29,407 ─ 3,446,659 

平成18年９月30日残高(千円) 29,839 39,660 4,416,851 



当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成19年３月31日残高(千円) 1,996,516 2,351,169 △68,095 △332 4,279,257

中間会計期間中の変動額     

中間純損失   △149,742   △149,742

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

   

中間会計期間中の変動額合計(千円) － － △149,742 － △149,742

平成19年９月30日残高(千円) 1,996,516 2,351,169 △217,837 △332 4,129,515

  

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

平成19年３月31日残高(千円) 34,258 39,660 4,353,176

中間会計期間中の変動額   

中間純損失   △149,742

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額(純額) 

△34,182 △39,660 △73,842

中間会計期間中の変動額合計(千円) △34,182 △39,660 △223,585

平成19年９月30日残高(千円) 75 － 4,129,590



前事業年度の株主資本等変動計算書(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
資本準備金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 

平成18年３月31日残高(千円) 1,961,516 210,399 △1,241,480 △332 930,101 

事業年度中の変動額          

 新株予約権行使による新株の発行 35,000 35,000     70,000 

 株式交換による新株の発行   3,450,594     3,450,594 

  欠損填補による資本準備金の取崩し   △1,344,823 1,344,823   ─ 

  当期純損失     △171,438   △171,438 

 株主資本以外の項目の事業年度中の 

  変動額(純額) 
          

事業年度中の変動額合計(千円) 35,000 2,140,770 1,173,385 ─ 3,349,155 

平成19年３月31日残高(千円) 1,996,516 2,351,169 △68,095 △332 4,279,257 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

平成18年３月31日残高(千円) 431 39,660 970,192 

事業年度中の変動額      

 新株予約権行使による新株の発行     70,000 

 株式交換による新株の発行     3,450,594 

  欠損填補による資本準備金の取崩し     ─ 

  当期純損失     △171,438 

 株主資本以外の項目の事業年度中の 

  変動額(純額) 
33,827 ─ 33,827 

事業年度中の変動額合計(千円) 33,827 ─ 3,382,983 

平成19年３月31日残高(千円) 34,258 39,660 4,353,176 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当社は、前事業年度241百万円、当 

中間会計期間116百万円の営業損失を 

計上しております。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

  当社においては既存事業において

も引き続き収益力の強化とコスト管

理に取り組んでまいります。 

  

（既存事業の強化について） 

  ホテル事業につきましては、予想

を上回る好調な業績で集客数を確保

しておりますが、顕著な季節変動性

や一部老朽化に対する対策など高度

なマネジメントが求められておりま

す。従いましてあらゆる可能性を視

野にいれつつ、ノウハウ蓄積に努め

るとともに、協力企業等との関係も

強化しリスク管理を重視した運営を

目指してまいります。 

  

  飲食を中心とする施設運営事業に

つきましては、全般的に業績が低迷

しております。従いまして飲食機能

に限定された「店舗」からネットを

利用した「情報発信基地」への新展

開を模索するなど、当企業グループ

の経営資源の融合も視野に入れた展

開を目指し早急に建て直しを図って

まいります。 

  

  当社は、上述の経営計画を着実に

実行し、営業利益を確保できる企業

体質を構築してまいります。  

  

  中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

 当社は、前事業年度に239,386千

円、当中間会計期間に64,735千円の

営業損失を計上しております。当該

状況により継続企業の前提に関する

重要な疑義が存在しております。 

  当社においては前事業年度に抜本

的な企業再編を実施いたしましたの

で、当事業年度におきましては着実

に下記の経営計画を実行してまいり

ます。 

  なお、下記に記載する経営計画等

は当企業グループ全体に関するもの

であります。これは当社がグループ

全体の経営資源を活用することによ

る企業再生を企図しているためであ

り、当社に限定された記述では全体

像を把握できないと思われるための

処置であります。 

  

  システム開発事業は、よりエンド

ユーザーに近い法人との取引が活発

化し契約単価も上昇傾向が見られま

すが、人手不足感が顕著であり、エ

ンジニアの「売手市場化」に伴い活

発化する人材異動への対応が業界全

体に求められております。従いまし

て、当企業グループでは従来の中途

採用に加え、新卒採用に注力した人

員計画を推進しております。 

 また前事業年度にはベトナム国ホ

ーチミン市に「オフショア開発」を

視野に入れた現地事務所を開設し、

当中間会計期間においても各種シス

テムの受託開発を行う㈱ビゼムを設

立するなど、今後も事業拡大に努め

てまいります。 

 ネット広告事業は周知のとおり、

WEB環境の急速な発展と共にその市場

規模が拡大しております。当企業グ

ループにおいて主力の純広告、アフ

ィリエイト（成果報酬型）広告も堅

調に推移しておりますが、一層の競

争力強化を図るべく、平成20年４月

１日を効力発生日として㈱チャンス

イットと㈱アドクロスを合併し、新

たなコンテンツ開発や他社媒体広告

の販売代理店営業など収益基盤の拡

大に向けた取り組みを実行してまい

ります。 

  当社は、前事業年度241,459千円、

当事業年度239,386千円の営業損失を

計上しております。当該状況によ

り、継続企業の前提に関する重要な

疑義が存在しております。 

  当社においては平成18年8月に株式

交換により子会社化した３社が業績

回復に大きく貢献することを見込ん

でおりますのでシステム開発事業・

ネット広告事業に経営資源を投下す

る予定にしております。また、既存

事業においても引き続き収益力の強

化とコスト管理に取り組んでまいり

ます。 

  

  なお、下記に記載する経営計画等

は当企業グループ全体に関するもの

であります。これは当社がグループ

全体の経営資源を活用することによ

る企業再生を企図しているためであ

り、当社に限定された記述では全体

像を把握できないと思われるための

処置であります。 

  

（新規事業開発について） 

  システム開発事業は、「オープン

系アプリケーションシステム開

発」、「ファームウェア開発」、

「ネットワークの構築/保守運用事

業」を主力事業領域としておりま

す。昨今は、よりエンドユーザーに

近い法人との取引が活発化し契約単

価も上昇傾向が見られますが、人手

不足感が顕著であり、エンジニアの

「売手市場化」に伴う人材の流動性

低下も懸念されております。従いま

して、従来の中途採用に加え、新卒

採用に注力した人員計画を策定する

予定にしております。また平成18年

10月にはベトナム国ホーチミン市に

「オフショア開発」を視野に入れた

代表事務所を開設しており、今後も

事業拡大に努めてまいります。 

 



前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

    人材派遣事業は、あらゆる業界に

おいて人材の流動化が促進されてい

ることを背景に、優秀な人材の確保

が急務となっております。その一方

でクライアント企業側の継続的なコ

スト削減により、人件費は抑制傾向

が続いております。 

 従いまして、今後も人材獲得と育

成の様々な手法（営業力の強化・広

告宣伝媒体の再選定・WEBサイトの充

実・データベースの再構築・研修制

度の充実等）を検討・実施しつつ業

容拡大に努めるとともに、特色のあ

る人材派遣会社として利益確保を図

ってまいります。 

 その他事業は、飲食を中心とする

施設運営事業とオフィスを賃貸する

SOHO事業等を行っておりますが、施

設運営事業は飲食店舗の全面改装を

実施すると共に取扱品目を刷新いた

しました。当中間会計期間において

は、開業準備費の計上等により営業

利益の確保には至っておりません

が、引き続き魅力的な店舗運営に努

めてまいります。 

 当社は、上述の経営計画を着実に

実行し、営業利益を確保できる企業

体質を構築してまいります。 

  

  中間財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、このような重

要な疑義の影響を中間財務諸表には

反映しておりません。 

  ネット広告事業は周知のとおり、

WEB環境の急速な発展と共にその市場

規模が急拡大しております。当企業

グループにおいて主力の純広告、ア

フィリエイト（成果報酬型）広告も

堅調に推移しておりますが、それら

に加え新たなコンテンツ開発や他社

媒体の代理店営業など収益力強化に

向けた取り組みを実施してまいりま

す。 

  

（既存事業の強化について） 

 人材派遣事業は、子会社の㈱ADVAX

－MASHと㈱ロムテックジャパンで展

開しております。両社とも受注の増

加により順調に業績が伸張し、すで

に営業利益の黒字化は達成しており

ます。同事業部門はあらゆる業界に

おいて人材の流動化が促進されてい

ることを背景に、優秀な人材の確保

が急務となっております。従いまし

て今後も人材獲得の様々な手法（営

業力の強化・広告宣伝媒体の再選

定・WEBサイトの充実・データベース

の再構築・研修制度の充実等）を検

討しつつ業容拡大に努めるととも

に、特色のある人材派遣会社として

利益確保を図ってまいります。 

  その他事業につきましては、飲食

を中心とする施設運営事業とオフィ

スを賃貸するSOHO事業を行っており

ますが、施設運営事業は全般的に業

績が低迷しております。従いまして

飲食機能に限定された「店舗」から

ネットを利用した「情報発信基地」

への新展開を模索するなど、当企業

グループの経営資源の融合も視野に

入れた展開を目指し早急に建て直し

を図ってまいります。 

  

 当社は、上述の経営計画を着実に

実行し、グループ全体として営業利

益を確保できる企業体質を構築して

まいります。 

  

 財務諸表は継続企業を前提として

作成されており、このような重要な

疑義の影響を財務諸表には反映して

おりません。 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１．資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 有価証券 

子会社株式 

(1) 有価証券 

子会社株式 

(1) 有価証券 

子会社株式 

  移動平均法による原価法 同左 同左 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

  中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額

は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  決算末日の市場価格に基

づく時価法（評価差額は、

全部純資産直入法により処

理し、売却原価は、移動平

均法により算定） 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

  (2) たな卸資産 

商品、原材料 

  移動平均法による原価法

(2) たな卸資産 

商品、原材料 

同左 

貯蔵品 

  最終仕入原価法 

(2) たな卸資産 

原材料 

同左 

２．固定資産の減価償

却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物     ３年～18年 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物     ８年～15年 

 （会計方針の変更） 

  法人税法の改正に伴い、当

中間会計期間より、平成19年

４月１日以降に取得した有形

固定資産について、改正後の

法人税法に基づく減価償却の

方法に変更しております。 

  なお、この変更に伴う損益

に与える影響は軽微でありま

す。 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。

 なお、主な耐用年数は次の

とおりであります。 

建物         ３年～15年 

  (2) 無形固定資産 

 定額法によっております。

 但し、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 定額法によっております。

(3) 長期前払費用 

───── 

(3) 長期前払費用 

───── 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては、個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上

しております。 

貸倒引当金 

同左 

貸倒引当金 

同左 

４．リース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

同左 同左 

５．その他中間財務諸

表（財務諸表）作

成のための基本と

なる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は、税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

  (2）連結納税制度の適用 

 連結納税制度を適用して

おります。 

(2）連結納税制度の適用 

同左 

(2）連結納税制度の適用  

 同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間から、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。これによる損益に与える影響

はありません。 

 なお、従来の「資本の部」の合計に

相当する金額は4,377,191千円であり

ます。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

  

 ───── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

  当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会  平成17年12月

９日企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基準

委員会  平成17年12月９日  企業会計

基準適用指針第８号）を適用しており

ます。 

  これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は4,313,516千円であります。 

  なお、当事業年度における貸借対照

表の純資産の部については、財務諸表

等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。 

（企業結合に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「企業結合に係

る会計基準」（平成15年10月31日）及

び「企業結合会計基準及び事業分離会

計基準に関する適用指針（企業会計基

準適用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用しております。 

  

 ───── （企業結合に係る会計基準） 

  当事業年度より、「企業結合に係る

会計基準」（平成15年10月31日）及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会

計基準に関する適用指針（企業会計基

準適用指針第10号 平成17年12月27

日）を適用しております。  

 ─────  ─────  （繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

  当事業年度より、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 平成18年８月11日実務

対応報告第19号）を適用しておりま

す。 

  これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  なお、前事業年度において営業外費

用の内訳として表示していた「新株発

行費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更してお

ります。 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

（中間貸借対照表） 

 前中間会計期間において区分掲記しておりました流動

資産の「未収消費税等」「関係会社短期貸付金」「預け

金」「前払費用」につきましては、資産総額の100分の５

未満となり重要性が低下したため、当中間会計期間より

「その他」に含めて表示しております。 なお、当中間会

計期間の「未収消費税等」の金額は1,640千円、「関係会

社短期貸付金」の金額は38,833千円、「預け金」の金額

は26,132千円、「前払費用」の金額は1,191千円でありま

す。 

 前中間会計期間において区分掲記しておりました有形

固定資産の「建物」「その他」につきましては、資産総

額の100分の５未満となり重要性が低下したため、当中間

会計期間より「有形固定資産」に一括表示しておりま

す。なお、当中間会計期間の「建物」の金額は58,531千

円、「その他」の金額は12,896千円であります。 

 前中間会計期間において区分掲記しておりました投資

その他の資産の「関係会社長期貸付金」「敷金及び保証

金」につきましては、資産総額の100分の５未満となり重

要性が低下したため、当中間会計期間より「その他」に

含めて表示しております。なお、当中間会計期間の「関

係会社長期貸付金」の金額は46,898千円、「敷金及び保

証金」の金額は15,810千円であります。 

 前中間会計期間において区分掲記しておりました流動

負債の「未払法人税等」につきましては、資産総額の100

分の５未満となり重要性が低下したため、当中間会計期

間より「その他」に含めて表示しております。なお、当

中間会計期間の「未払法人税等」の金額は6,970千円であ

ります。 

（中間貸借対照表） 

 「未収入金」は、前中間会計期間末まで流動資産の

「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間会計

期間末において資産の総額の100分の５を超えたため区分

掲記しております。 

  なお、前中間会計期間末における「未収入金」の金額

は25,272千円であります。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

25,581千円 11,141千円 3,940千円 

※２ 消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性

が乏しいため、流動資産の「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２ 消費税等の取扱い 

───── 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 2,040千円

業務受託収入 1,200千円

受取利息 1,274千円

業務受託収入 1,350千円

受取利息 3,143千円

業務受託収入 2,400千円

家賃収入    4,080千円

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２         ───── ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

株式交付費 3,772千円   株式交付費 4,265千円

（表示方法の変更） 

「新株発行費」は、当中間会計

期間より「株式交付費」として

表示しております。 

    

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金 

戻入益 
2,666千円

関係会社株式 

売却益 
149千円

新株予約権 

戻入益 
39,660千円

固定資産 

売却益 
2,633千円

貸倒引当金 

戻入 
2,666千円

関係会社株式 

売却益 
137,149千円

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

関係会社株式 

評価損 
17,999千円

本社移転費用 578千円

投資有価証券 

評価損 
125,500千円

貸倒引当金繰入

額 
32,000千円

訴訟和解金 80,000千円

固定資産除却損 24,282千円

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 8,275千円 有形固定資産 7,201千円

無形固定資産 56千円

有形固定資産 16,536千円

無形固定資産 9千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
前事業年度末株式数 
（株） 

当中間会計期間増加 
株式数（株） 

当中間会計期間減少 
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 1,630 ─ ─ 1,630 

合計 1,630 ─ ─ 1,630 

  
前事業年度末株式数 
（株） 

当中間会計期間増加 
株式数（株） 

当中間会計期間減少 
株式数（株） 

当中間会計期間末 
株式数（株） 

普通株式 1,630 ─ ─ 1,630 

合計 1,630 ─ ─ 1,630 

  
前事業年度末株式数 
（株） 

当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式 1,630 ─ ─ 1,630 

合計 1,630 ─ ─ 1,630 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引 

 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  内容の重要性が乏しく、契約１件

当たりの金額が少額なリース取引の

ため、中間財務諸表規則第５条の３

及び財務諸表等規則第８条の６第６

項の規定により記載を省略しており

ます。 

１．       ───── 

  
取得価額 
相当額 

 
減価償却累 
計額相当額 

 

中間期末 
残高相当

額 
  （千円）   （千円）   （千円） 

車両 
運搬具 

7,461   2,276   5,185 

工具器具 
及び備品 

1,680   672   1,008 

ソフト 
ウェア 

2,950   1,180   1,770 

合計 12,091   4,128   7,963 

   

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

  ２．       ───── 

１年内 2,441千円

１年超 5,667千円

合計 8,108千円

   

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

  ３．支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 1,286千円 

減価償却費 

相当額 
1,160千円 

支払利息相当額 174千円 

  支払リース料 2,573千円

減価償却費 

相当額 
2,120千円

支払利息相当額 325千円

４．減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

(減価償却費相当額の算定方法) 

 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

  ４．減価償却費相当額及び利息相当額

の算定方法 

(減価償却費相当額の算定方法) 

 リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によっており

ます。 

(利息相当額の算定方法) 

 リース料総額とリース物件の取

得価額相当額の差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

  (利息相当額の算定方法) 

 リース料総額とリース物件の取得

価額相当額の差額を利息相当額と

し、各期への配分方法については、

利息法によっております。 



（有価証券関係） 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあ

るものはありません。 

（企業結合等関係） 

中間連結財務諸表の注記事項（企業結合等関係）における記載内容と同一であります。 

（１株当たり情報） 

  

（注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）２．１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 

90円24銭 

１株当たり純資産額 

85円13銭 

１株当たり純資産額 

88円92銭 

１株当たり中間純損失金額 

2円76銭 

１株当たり中間純損失金額 

3円09銭 

１株当たり当期純損失金額 

3円99銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、中間純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

  なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載しておりま

せん。  

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、当期純

損失が計上されているため記載して

おりません。 

 
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

純資産の部の合計額（千円） 4,416,851 4,129,590 4,353,176 

純資産の部の合計額から控除する金額 

（千円） 
39,660 ─ 39,660 

（うち新株予約権） （39,660） （―） （39,660）

普通株主に係る中間期末（期末）の純資

産額(千円) 
4,377,191 4,129,590 4,313,516 

１株当たり純資産額の算定に用いられた中

間期末（期末）の普通株式の数（千株) 
48,507 48,507 48,507 

 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

中間（当期）純損失（千円） 103,342 149,742 171,438 

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─ － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

（千円） 
103,342 149,742 171,438 

期中平均株式数（千株） 37,405 48,507 42,941 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり中間（当期）純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権 

7,291個 

新株予約権 

4,291個 

新株予約権 

7,291個 

  

  

  

  

  

 なお、これらの概要は

「第４ 提出会社の状

況、１ 株式等の状況、

（2）新株予約権等の状

況」に記載のとおりで

あります。 

  

  

  

  

  



（重要な後発事象） 

  前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

資本準備金の減少 

  平成18年11月30日開催の取締役会において、資本準備金の減少の承認を求める議案を、平成18年12月21日開催

の臨時株主総会に付議することを決議し、同総会において承認決議されました。 

(1）減少する基本準備金の額 

基本準備金の額3,695,993,000円を1,344,823,597円減少して2,351,169,403円とする。 

(2）基本準備金の額の減少が効力を生じる日 

平成19年１月25日 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 中間連結財務諸表の注記事項（重要な後発事象）における記載内容と同一であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

連結財務諸表の注記事項（重要な後発事象）における記載内容と同一であります。 



(2）【その他】 

訴訟 

      「１ 中間連結財務諸表等 (2)その他」における記載内容と同一であります。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（提出会社に対し訴訟の和

解）に基づく臨時報告書を平成19年４月６日関東財務局長に提出 

  

(2) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基

づく臨時報告書を平成19年４月６日関東財務局長に提出 

  

(3) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（提出会社の財政状況及び

経営成績に著しい影響を与える事象の発生）に基づく臨時報告書を平成19年４月６日関東財務局長に提出 

  

(4) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異

動）に基づく臨時報告書を平成19年５月８日関東財務局長に提出 

  

(5) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号（提出会社に対し訴訟の提

起）に基づく臨時報告書を平成19年６月５日関東財務局長に提出 

  

(6) 臨時報告書 

証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基

づく臨時報告書を平成19年６月21日関東財務局長に提出 

  

(7) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第15期（自 平成18年４月１日至 平成19年３月31日）平成19年６月29日 関東財務局長に提出 

  

(8) 臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主

の異動）に基づく臨時報告書を平成19年10月30日関東財務局長に提出 

  

(9) 臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（株式交換）に基

づく臨時報告書を平成19年12月19日関東財務局長に提出 

  

(10) 臨時報告書 

金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異

動）に基づく臨時報告書を平成19年12月19日関東財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月22日

株式会社アドバックス  

  取締役会 御中 

  アスカ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 大丸  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮川 愼哉  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アドバックスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日か

ら平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株

主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アドバックス及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１. 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は前連結会計年度に233百万円、当

中間連結会計期間に72百万円の営業損失を計上している。また、営業キャッシュ・フローにおいても前連結会計

年度が△221百万円、当中間連結会計期間が△133百万円と、継続的に営業キャッシュ・フローがマイナスの状況

にあり、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載さ

れている。中間連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結

財務諸表には反映していない。 

２. 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計年

度から貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及び企業結合に係る会計基準が適用されることとなった

ため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

３. 重要な後発事象に以下の事項が記載されている。 

(1）子会社のチャンスラボ株式会社が平成18年10月13日に、孫会社の株式会社チャンスイットが平成18年10月17

日に、それぞれ訴訟を提起された。 

(2）会社は、平成18年11月30日開催の取締役会において、資本準備金の減少の承認を求める議案を、平成18年12

月21日開催の臨時株主総会に付議することを決議し、同総会において承認決議された。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月20日

株式会社アドバックス  

取締役会        御中  

  アスカ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 大丸  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮川 愼哉  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アドバックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成19年

４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、

中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社アドバックス及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

１．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は前連結会計年度に109,740千円、当

中間連結会計期間に82,508千円の営業損失を計上している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑

義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間連結財務諸表は継続企業を

前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間連結財務諸表には反映していない。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年12月19日開催の取締役会において、株式交換により株

式会社ITマーケティングインテグレーションズを会社の完全子会社とすることを決議し、同日株式交換契約を締

結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月22日

株式会社アドバックス  

  取締役会 御中 

  アスカ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 大丸  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮川 愼哉  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アドバックスの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第15期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アドバックスの平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年４月１

日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１. 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に関する注記に記載のとおり、会社は前事業年度に241百

万円、当中間会計期間に116百万円の営業損失を計上するなど継続的に営業損失が発生している状況にあり、継

続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。

中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映し

ていない。 

２. 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準及び企業結合に係る会計基準が適用されることとなったため、こ

の会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

３. 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成18年11月30日開催の取締役会において、資本準備金の減

少の承認を求める議案を、平成18年12月21日開催の臨時株主総会に付議することを決議し、同総会において承認

決議された。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月20日

株式会社アドバックス  

取締役会        御中  

  アスカ監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 田中 大丸  ㊞ 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 宮川 愼哉  ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社アドバックスの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第16期事業年度の中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本

等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アドバックスの平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年４月１

日から平成19年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  追記情報 

１. 継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載のとおり、会社は前事業年度に239,386千円、当中間

会計期間に64,735千円の営業損失を計上している。当該状況により、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作

成されており、このような重要な疑義の影響を中間財務諸表には反映していない。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成19年12月19日開催の取締役会において、株式交換により株

式会社ITマーケティングインテグレーションズを会社の完全子会社とすることを決議し、同日株式交換契約を締

結した。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保

管している。 
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